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論文要旨 

本論文は「せん断補強筋のない既存 RC 外柱梁接合部の袖壁補強法に関する研究」と題し，

せん断補強筋が配筋されていない柱梁接合部を有する既存鉄筋コンクリート造（以下 RC）

建物を対象とする耐震補強法の開発を主たる目的とする実験的，理論的研究である。本論

文は全 7 章から構成されている。 

第 1 章「序論」では，本研究の背景，目的と研究対象建物を示した。また，せん断補強

筋がない外柱梁接合部の耐震性能評価および耐震補強法開発に関連する過去の研究を抜枠

してまとめた。さらに，現在，日本で採用されている柱梁接合部の耐震設計法を日本建築

学会の設計指針を引用して示すとともに， 新の研究で明らかになりつつある曲げモーメ

ントに対する抵抗機構についても紹介した。 

第 2 章「外柱梁接合部の部分架構実験法の開発」では，長スパン梁が接続する外柱梁接

合部を部分的に模擬し，且つ，その部分架構が実建物の応力状態を模擬できる実験法を開

発した。本実験法を検証するために，研究対象建物の外柱梁接合部を部分的に模擬する鉄

骨造試験体を製作し，提案した実験法で載荷実験を行った。部分架構の実験結果と実建物

を想定した理論計算の整合を確認することで本実験法の妥当性を示した。 

第 3 章「せん断補強筋のない RC 外柱梁接合部の耐震性能評価」では，研究対象建物の外

柱梁接合部を模擬する試験体を 2 体製作し，柱軸力の有無をパラメータとする静的繰り返

し載荷実験を実施した。研究対象の実地震被害状況と同様に，両試験体の損傷は接合部に

集中し，梁と柱の主筋は降伏せず，接合部降伏先行型の破壊性状を示した。柱に軸力を導

入した試験体の 大耐力は柱軸力を導入しない試験体より 1 割程度高かったが，両試験体

は総じて同様の破壊経過を示した。両試験体の耐力を日本建築学会の接合部のせん断終局

強度式より評価した結果，試験体の 大耐力（両試験体の平均値）は計算値の 8 割以下で

あり，既往のせん断終局強度式よりせん断補強筋がない外柱梁接合部の耐力を適切に評価

できないことを確認した。そこで，接合部の変形挙動を詳細に分析した結果，接合部の耐

力は曲げモーメントに対して上限に達したと判断した。 

第 4 章「鋼製デバイスによる補強法の提案と検証」では，第 3 章の実験結果に基づいて，

接合部の入隅ひび割れを抑制して接合部性能を向上する補強概念を提案した。鋼製デバイ

スを用いた検証実験を通して，梁が曲げ降伏機構を形成することを示し，提案した補強概

念の実現可能性を実証した。 

 



 

II 
 

第 5 章「袖壁増設による補強法の提案と検証」では，外柱梁接合部の実用的な袖壁増設

補強法を提案し，補強の有無および補強量（梁の上下層または下層）をパラメータとする

検証実験を行った。無補強試験体では接合部降伏先行型の破壊形式となった。連層補強試

験体では，梁降伏が先行し損傷は梁端部に集中し，接合部破壊が抑制された。下層補強試

験体では，袖壁が圧縮側となる負載荷時，連層補強試験体と同様に梁降伏機構を形成した。

一方，袖壁が引張側となる正載荷時，接合部耐力は向上したが 終的に接合部破壊した。

また，増設袖壁と既存梁の境界における挙動を分析した結果，圧縮側袖壁，引張側袖壁か

ら既存梁にそれぞれ圧縮力，引張力の作用があることを確認した。 

第 6 章「袖壁増設による接合部補強機構」では，袖壁から既存梁に作用する圧縮力と引

張力を考慮した接合部の補強機構を力学的に説明し，接合部破壊の防止条件を示した。ま

た，第 5 章の袖壁補強試験体の実験結果に基づいて，提案した補強機構の妥当性を確認し

た。さらに将来の実用化を念頭に，外柱梁接合部を袖壁増設により耐震補強するための設

計プロセスを示した。 

第 7 章「結論」では，本研究全体を総括し，今後の課題を示した。 
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1.1 研究の背景と目的 

建物を構成する柱梁接合部は，そこに接する柱/梁端の曲げモーメント，せん断力お

よび軸力を伝達する構造上重要な役割を果たす部位である。従って，一般的に，鉄筋コ

ンクリート造（以下 RC）建物では柱梁接合部は，大地震時に骨組が降伏機構を形成し

て終局限界変形に至るまで破壊せず，さらに，繰り返し荷重によって顕著な剛性低下や

スリップ性状を生じないことが望ましい 1)。 

しかし，諸外国において構造詳細が不適切な柱梁接合部，具体的にはせん断補強筋が

配されていない接合部を有する RC 建物が数多く存在する。これらの建物は，例えばア

メリカ西部の 1970 年代以前に建設された旧耐震基準に従って設計された建物，不十分

な施工管理により設計上必要な補強筋が配筋されていない建物である 2)~7)。近年，世界

各地でマグニチュード 7.0 以上の大規模な地震が多発しており，こうした建物の存在が

改めて注目されている。写真 1.1.1 に示すように，不適格な柱梁接合部が地震による破

壊に伴い露呈し，こうした破壊が建物の倒壊を招く事例が数々報告された。しかしなが

ら，接合部は文字通り柱，梁や床スラブが三次元的に接合する複雑な部位であるため，

柱，梁などの部材単体のように合理的な補強法が確立されていない。不適切な構造詳細

を有する既存 RC 建物の接合部に対する有効かつ合理的な耐震補強工法の開発が急務

である。 
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(a)                                    (b) 

        

(c)                                         (d) 

写真 1.1.1 地震による接合部被害 

(a) 1994 アメリカ Northridge 地震 4)  (b) 1999 トルコ Kocaeli 地震 5) 

(c) 1999 台湾 ChiChi 地震 6)  (d) 2013 フィリピン Bohol 地震 7) 
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日本建築学会（以下，AIJ）規準 8)では，柱梁接合部の帯筋に関して，「帯筋は，9mm

以上の丸鋼または D10 以上の異形鉄筋を用いる」，「帯筋比は 0.2%以上とする」，「帯筋

間隔は 150mm 以下とし，かつ，隣接する柱の帯筋間隔の 1.5 倍以下とする」と規定さ

れている。日本の建築現場では一般に施工管理体制が整っているため，前述したような

極めて不適格な柱梁接合部を有する RC 建物はほとんど存在しないと考えられ，現在ま

での地震被害でも報告されていない。ただし，日本においても兵庫県南部地震において

RC 柱梁接合部の損傷が複数の建物で確認され，その被害が注目され始めた 9)。しかし，

前述のように，接合部には柱，梁，スラブが接続するため，耐震補強を行う場合，接合

部周りの補強材の配置は制限が多く，結果的に鋼板等の補強材と接合部パネルとの取り

合いは複雑になる。国内の既存 RC 建物の十字形接合部に対する耐震補強工法として，

炭素繊維補強プラスチック(CFRP)10)や梁端部にハンチ 11), 12)を設ける補強工法がそれ

ぞれ提案され，補強効果が実験的に確認されている。しかし，前者のような接合部を被

覆する手法はスラブの存在により補強材配置が複雑となり，後者ではその解消が図られ

ているものの補強機構は必ずしも明らかではない。また，これらの補強法は適用範囲が

明らかではなく，途上国で見られるせん断補強筋がない極めて脆弱な構造詳細を有する

接合部に対する効果までは検証されていない。 

RC 建物の地震被害（例えば写真 1.1.1）に基づくと，建物の外部柱梁接合部では内部

の接合部より一般に深刻な被害が見られる。その原因は，(1)外部接合部を拘束する梁

の数が少ない；(2)外柱に作用する建物の自重が小さく，また，水平荷重による変動軸

力の影響を受ける；(3)梁の片側のみにスラブが接続しており，偏心荷重が作用し得る

などによると指摘されている 13)。 

以上の背景を踏まえて，本研究では，諸外国で見られるせん断補強筋のない外柱梁接

合部を有する既存 RC 建物を対象に，特に途上国の経済や技術状況に相応しい耐震補強

工法を開発することを目的とする。この研究目的を円滑に達成するため，以下に示す 5

段階の手順により研究を進めた。各段階の研究内容は本論文の 2 章から 6 章の研究内容

に相当する。 

(1) ロングスパン梁を有する外柱梁接合部の部分架構の載荷方法を開発する。（第 2

章） 

(2) せん断補強筋がない外柱梁接合部の耐震性能を実験的に評価する。（第 3 章） 
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(3) 外柱梁接合部の補強概念を提案し，補強概念の妥当性を検証し，また，耐震補強

に必要な設計条件を明らかにするため，本研究で試作する鋼製デバイスにより耐震補強

した外柱梁接合部のパイロット実験を実施する。（第 4 章） 

(4) 現実的な補強法として RC 袖壁増設による耐震補強を提案する。パイロット実験

の知見に基づき，補強設計，耐震補強を施した外柱梁接合部を用いた検証実験を行い，

補強効果を確認する。（第 5 章） 

(5) RC 袖壁増設により柱梁接合部を補強するための合理的な理想化モデルを提案す

る。また，外柱梁接合部を袖壁増設により耐震補強するための設計プロセスを示す。（第

6 章） 

1.2 研究対象建物 

2009 年 9 月 30 日にインドネシア・スマトラ島西部のインド洋沖においてマグニチュ

ード 7.5 の地震が発生した。図 1.2.1 に震源位置 14)を示す。エンジニアド建築を含む比

較的規模が大きい RC 建物が顕著な被害を受けた。被災 RC 建物の典型的な被害形態と

して，柱梁接合部の破壊が挙げられる 15)。本研究の研究対象建物はこの地震で倒壊した

西スマトラ州の州都パダン市中心部でホテルとして使用されていた 3 階建ての RC 建物

である(写真 1.2.1，2005 年竣工，階高は 3m，桁行スパン 7m)。震災調査 15)により，こ

の建物では，主筋の座屈やコアコンクリートの破壊など，損傷は柱梁接合部に集中して

いた（写真 1.2.1）。また，図 1.2.2 に示すように，接合部にせん断補強筋が配されてお

らず，柱/梁部材のせん断補強筋のフックが 90°であった。なお，インドネシアの設計基

準 16)では，柱梁接合部のせん断補強筋に関して，図 1.2.3 に示すように，「帯筋間隔は

10cm 以下とする」と規定されている。従って，研究対象接合部はインドネシアの基準

を満たしておらず，基準不適格な接合部詳細であることがわかる。 
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図 1.2.1 震源 14) 

 

 

 



せん断補強筋のない既存 RC 外柱梁接合部の袖壁補強法に関する研究 

第１章 序論 

- 7 - 

 

    

写真 1.2.1 本研究の研究対象建物および接合部 17) 

 

図 1.2.2 研究対象建物の外柱梁接合部の構造詳細 15) 
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図 1.2.3 インドネシアにおける外柱梁接合部の配筋基準 16) 

1.3 せん断補強筋のない柱梁接合部の耐震性能評価および補強法に関する既往の研究 

日本の RC 造建物の耐震設計指針 1)における柱梁接合部の強度計算式は，実験資料に

基づいた経験式であり，接合部のせん断強度をコンクリート強度のみに依存して評価し

ており，せん断補強筋の効果を考慮していない。一方，多くの文献が接合部のせん断補

強筋量がその耐震性能に影響があり，せん断補強筋のない柱梁接合部の脆弱性が指摘さ

れている 18)など。また，このような柱梁接合部の補強に関する研究も数多く報告されて

いる。本項では，せん断補強筋のない柱梁接合部の耐震性能の評価およびそれを対象と

した補強法に関する既往の研究をまとめる。 

1.3.1 せん断補強筋のない外柱梁接合部の耐震性能評価に関する既往の研究 

前述したように，海外に接合部にせん断補強筋が配されていない RC 建物が幅広く存

在するため，この種の接合部の耐震性能について，多くの研究がなされている。本項で

はその代表的な事例を示す。 

KAUNG ら 18)は接合部せん断補強筋の接合部耐震性能への影響を調べるために，英国

基準 BS811019)に基づく接合部せん断補強筋比を変数とした実大外柱梁接合部の構造実

験を実施した。静的繰り返し載荷実験を行った結果，接合部にせん断補強筋がない試験

体の損傷は接合部に集中し，その 大耐力は梁降伏と仮定した計算耐力の 68%に留まっ
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た（図 1.3.1）。また，接合部のせん断補強筋を増やすことでその耐力が上昇し，耐震性

能が改善されることも確認された。 

 

(a) 実験設置 

 

(b) 荷重変形関係 

 

 (c) 終破壊状況 

図 1.3.1 KAUNG らの実験 18) 
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Pampanin ら 20)はイタリアの 20 世紀 70 年代以前の典型的な外柱梁接合部の 2/3 スケー

ル試験体を製作し，その耐震性能を調べた。図 1.3.2 に示すように，試験体の損傷は接

合部に集中し，脆性的な破壊性状を示した。 

 

 

図 1.3.2 Pampanin らの実験 20) 

佐島ら 3)は前述した本研究の研究対象であるインドネシア・スマトラ島地震で倒壊し

た RC 建物の外柱梁接合部の小型（1/3 スケール）模型を対象に構造実験を実施した。

図 1.3.3 に示すように，同文献では研究対象外柱梁接合部の被害をおよそ再現でき，外
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柱梁接合部の破壊は架構の軸力支持性能の喪失も招くことが報告されており，この種の

接合部の耐震補強の重要性を再確認できる。 

 

 

図 1.3.3 佐島らの実験 3) 

これらの研究により，せん断補強筋がない外柱梁接合部の耐震性能の脆弱性が実験で

確認され，緊急な対策がなされる必要であることを確認できる。 
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1.3.2 せん断補強筋のない外柱梁接合部の耐震補強法に関する既往の研究 

近年の地震被害や前述したモデル実験により，せん断補強筋のない外柱梁接合部の耐

震性能が劣ることが明らかになっている。この種の接合部の耐震性能を改善するため，

多くの工法が開発されてきた。本項では既往の工法を網羅的にまとめる。 

Gencoglu ら 21)は CFRP を接合部に接する柱/梁端部に貼り付ける工法を提案し，静

的載荷実験による検証実験を行った。外柱梁接合部の試験体は 4 体で，うち 1 体

（RCACI318-02，図 1.3.4(a)）は米国規準 ACI318-0222)に準じ，接合部にせん断補強

筋が配筋されている。そのほかの 3 体は 1970 年代以前に建設された建物を模擬した接

合部にせん断補強筋がない試験体である（図 1.3.4(a)）。そのうち，1 体（RCNH1）は

無補強試験体，残りの 2 体は図 1.3.4(b)に示す詳細により CFRP1 層（RCCFRP1）ま

たは 2 層（RCCFRP2）で補強した試験体である。同図(c)に RCACI318-02，RCNH1

の履歴曲線，RCNH1，RCCFRP1 および RCCFRP2 の履歴の包絡線の比較をそれぞれ

示す。各試験体のエネルギー吸収量の比較は同図(d)に示す。本補強法は図 1.3.4(b)のよ

うに補強詳細がやや複雑であるが，試験結果により，その補強効果が確認された。 

 

(a) 試験体の詳細 
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(b) CFRP の貼付け方法 

 

(c) 荷重変形関係および包絡線 

 

(d) 各試験体のエネルギー吸収量の比較 

図 1.3.4  Gencoglu らの CFRP の貼付けによる外柱梁接合部の補強実験 21) 
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MISIR ら 23)は図 1.3.5(a)に示す繊維高含有コンクリート製ブロックをケミカルアンカ

ーで既存接合部に装着する補強工法を提案し，外柱梁接合部への適用実験でその補強効

果を確認した。試験体は 3 体で，1 体は無補強試験体（図 1.3.5(b)），ほかの 2 体は補強

試験体（図 1.3.5(c), (d)）である。補強試験体の変数は角材の厚さ（100mm/50mm）およ

びアンカーの埋込深さと本数（図 1.3.5(c), (d)参照）である。3 試験体の履歴曲線の包絡

線の比較は同図(e)に示す。その補強効果が確認されている。 

 

(a) 補強のイメージ 

 

(b) 試験体 S1 
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         (c) 試験体 S2              (d) 試験体 S3 

 

(e) 履歴曲線の包絡線の比較 

図 1.3.5  MISIR らの繊維高含有コンクリート製ブロックによる外柱梁接合部の補強

実験 23) 

以上の補強工法は柱梁接合部の耐力やエネルギー吸収能力の耐震性能を改善してい

る。しかしながら，とくに CFRP や繊維高含有コンクリートなどの先進素材の使用は

技術面やコスト面から，途上国での適用に相応しいとは言えない。また，補強量の具体

的な計算方法は示されてない。以上を踏まえて，本研究では途上国のせん断補強筋のな

い外柱梁接合部を有する既存 RC 建物の現実的な補強法として既存柱に RC 袖壁を増設

する工法を提案する（図 1.3.6）。また，近い将来の実用化を目指し，その補強メカニズ

ムの解明と補強部の設計法の構築を試みる。なお，本研究では直接に取扱わないが，袖

壁補強は途上国建築に見られる細い柱を有する建物に対して，水平耐力の増大にも大き
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く寄与するため，接合部および柱の耐力を向上することで，より確実に梁曲げ降伏機構

を形成する合理的な補強方法と判断される。 

 

図 1.3.6  袖壁増設工法 

1.4 日本の設計指針における柱梁接合部の抵抗機構および終局耐力 

日本の RC 建物の耐震設計指針 1)では，柱梁接合部の設計目標として，骨組が降伏機

構を形成して終局限界変形に至るまで破壊しない，さらに，繰り返し荷重によって顕著

な剛性低下やスリップ性状を生じないことを設計クライテリアとしている。同指針 1)

では柱梁接合部の応力の伝達をコンクリートの対角線圧縮ストラットによるものとみ

なして，接合部の耐力をせん断終局強度として式(1.4.1)により評価している。 

jjjju DbFV                                        (1.4.1) 

記号 κ：接合部の形状による係数 

κ=1.0 （十字形接合部） 

κ=0.7 （ト形および T 形接合部） 

κ=0.4 （L 形接合部） 

φ：直交梁の有無による補正係数 

φ=1.0 （両側直交梁付き接合部の場合） 

φ=0.85 （上記外の場合） 

増設袖壁 

既存架構 
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Fj：接合部のせん断強度の基準値で下式による 

7.08.0 BjF  （N/mm2） 

σB：コンクリートの圧縮強度（=Fc：設計規準強度とする） 

Dj：柱せいまたは梁主筋定着部の 90°折曲げ筋水平投影長さ 

bjは接合部の有効幅で式(1.4.2)による。 

21 aabj bbbb                                      (1.4.2) 

ここに，bbは梁幅，baiは bi/2 または D/4 の小さい値とする。また，biは，梁両側面か

らこれに平行する柱側面までの長さ，D は柱せいである。baiと biの添え字の i は 1 また

は 2 で，梁の左右の側面を区別する。なお，梁幅が柱幅を上回る接合部の場合には，梁

幅 biの代わりに柱幅 bcを用いて，式(1.4.2)より接合部の有効幅 biを算定する。 

水平荷重を受けるラーメン内の柱梁接合部の応力状態を図 1.4.1 に示す。接合部に作

用している水平せん断力は図中記号を用いて式(1.4.3)で表す。 

 

図 1.4.1 柱梁接合部の水平荷重時のせん断力 1) 

c
b

c

cscj

Q
j

M

QTT

QCCTQ









'

''

                                  (1.4.3) 

上式において，ト形接合部および L 形接合部では Cc’+Cs’=T’=0 とし，十字形接合部

および T 形接合部では，接合部の左右の梁についての絶対値の和を用いる。地震時接合
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部に作用するせん断力（式(1.4.3)）がその耐力（式(1.4.1)）を超えないことによって，

接合部せん断破壊を防ぐこととしている。 

日本の RC 建物の耐震設計指針 1)では，柱梁接合部の抵抗機構をストラットによるせ

ん断抵抗機構とみなし，そのせん断終局強度計算式はコンクリートの強度のみを考慮す

る経験式が採用されている。しかし，外柱梁接合部の強度はコンクリートの強度のみで

はなく，柱梁強度比，接合部の補強筋量，接合部パネルのアスペクト比などの構造詳細

に影響されると指摘されている 24)。また，本研究の研究対象であるせん断補強筋がない

外柱梁接合部の既往の実験 18), 20)からも，耐力を含む耐震性能がせん断補強筋の影響を

受けることも示されている。これらは現在の日本の設計指針より陽に評価することがで

きない。 

1.5 柱梁接合部のモーメントに対する抵抗機構および終局強度 

一方，日本の RC 建物の耐震設計指針 1)により計算された柱梁接合部の設計用せん断

力がそのせん断終局耐力を下回っていても，柱梁接合部の形状や配筋量によって，接合

部の損傷は大きくなり，梁は曲げ理論に基づく終局強度を発揮できないことが，近年，

塩原 25)により指摘された。また，十字形柱梁接合部の実験で観察されたひび割れ状況（図

1.5.1）に基づく柱梁接合部の曲げ型抵抗機構が提案され，さらに，文献 26)，27)では柱

梁接合部の構造詳細を考慮した曲げ耐力の理論式が示された。以下では，柱梁接合部の

曲げ型抵抗機構およびその終局強度の計算法を概観する。 

柱梁接合部の変形機構と破壊機構の新しい力学モデルとして，塩原 25)は図 1.5.2 に示

す 9 自由度モデルを提案した。本モデルでは，接合部の柱と梁のなす引張側入隅部から

接合部中心を結ぶひび割れ（以下，入隅ひび割れ）および対角する両圧縮側入隅間を結

ぶ斜めひび割れ（一般にせん断ひび割れと認識されてきたひび割れであり，以下，斜め

ひび割れ）と，これらのひび割れにより 4 分割された剛体パネルを想定し，接合部の変

形をこれらの 4 枚の剛体パネルの並進と回転で表現するものである。上記の変形機構よ

り，接合部ひび割れ（入隅ひび割れと斜めひび割れ）で分割された剛体間の断面上の応

力が図 1.5.3 のように，すなわち，接合部ひび割れを横切る鉄筋で引張応力，接合部パ

ネルの中心部および圧縮側入隅部のコンクリートで圧縮応力が生じると想定されてい

る。 

柱梁接合部の曲げモーメント対する抵抗は，主に上記の仮想断面上の鉄筋の引張応力
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およびコンクリートの圧縮応力の接合部中心に対するモーメントの和として評価され

る。図 1.5.4 に十字形，図 1.5.5 にト形接合部の仮想断面に生じる鉄筋およびコンクリー

トの応力をそれぞれ示す。接合部を横切る柱/梁の主筋の降伏，または柱・梁主筋の降

伏前におけるコンクリートの圧壊による終局状態を想定することで，曲げ終局強度がそ

れぞれ定式化され，実験結果との整合性が確認されている 26), 27)。 

     

図 1.5.1 柱梁接合部終局状況におけるひび割れ 25)   図 1.5.2 9 自由度モデル 25) 

 

図 1.5.3 柱梁接合部仮想断面上の応力分布 26) 
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(a) 鉄筋の応力                     (b) コンクリートの応力 

図 1.5.4 十字形柱梁接合部の仮想断面に生じる応力 26) 

 

(a) コンクリートの応力            (b) 鉄筋の応力 

図 1.5.5 ト形柱梁接合部の仮想断面に生じる応力 27) 



せん断補強筋のない既存 RC 外柱梁接合部の袖壁補強法に関する研究 

第１章 序論 

- 21 - 

以上の柱梁接合部のモーメントに対する抵抗機構は実験で観測された接合部のひび

割れ状況より提案されており，その終局強度の計算式 26), 27)は接合部のせん断補強筋量

を含む接合部の構造詳細を考慮した理論式である。また，数多くの試験体に適用し，計

算結果と実験結果との整合性が確認されている 26), 27)。 

1.6 まとめ 

本章では，本研究の研究背景と目的を示した。また，せん断補強筋がない外柱梁接合

部の耐震性能評価およびそれに対する耐震補強開発に関する過去の研究を抜粋してま

とめた。そして，現在，日本で採用されている柱梁接合部の抵抗機構および終局耐力の

評価法を RC 建物耐震設計指針 1)を引用して示すとともに， 新の研究で明らかになり

つつあるモーメントに対する抵抗機構についても紹介した。 
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2.1 はじめに 

RC 架構の柱梁接合部の模型実験を行う際，一般的には，接合部と柱・梁の反曲点ま

でをモデル化する（図 2.1.1 の破線枠内）。本研究の対象建物の梁は比較的ロングスパン

（7m）であるため，上記の方法では既存載荷装置の容量の制限から模型試験体の縮小

率を大きくしなくてはならない。一方，実建物と近い性状を得るために，試験体の寸法

は実物に近いほうがよい。本研究では，ロングスパン梁を有する外柱梁接合部のより精

確な挙動を把握するために，既存の載荷装置の容量を考慮して試験体のスケールを可能

な限り大きくできるように梁を短縮して計画した（図 2.1.1）。この計画を適切に実現す

るため，研究対象接合部と同じモーメント分布を実現する載荷方法を開発した。本章で

は，開発した実験法および適切な載荷が可能であることを検証した予備実験について報

告する。 

ΔL

梁短縮モデル

 

図 2.1.1 柱梁接合部の一般的なモデル化部位（破線枠内） 

および梁短縮モデル化部位 

2.2 梁を短縮した外柱梁接合部の部分架構実験法の開発 

提案する方法は，外柱梁接合部の部分架構の中で一般に寸法が長い梁を短スパン化し，

梁端に付加モーメントを作用させることで実建物と同様のモーメント分布を実現する

方法である。図 2.2.1(a)に外柱梁接合部の寸法および地震時の荷重状態を示す。図 2.2.1(b)

に示すように，梁の寸法を L から Lsに短縮して図 2.2.1(a)と等価な荷重状態を達成する
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ため，短縮された梁の端部にせん断力 Qbと同時にそれに比例する付加モーメント∆M を

作用する。 

M

N

Q

Qb

c

Qc

c

j

H

H
L

 

(a) 地震時荷重状態 

   

L

QbM

N

Qc

Qc

c

j

H

H Ls

MΔ

M j=Qb Ls M+Δ =Qb L

 

(b) 付加モーメントにより等価なモーメント分布を実現する手法 

図 2.2.1 外柱梁接合部の載荷計画 

上記の実験方法を実現するために，図 2.2.2 に示す既存の実験装置を利用する。実験

装置の仕様から試験体は図 2.2.1 の状態から 90°回転して設置する。東西の鉛直ジャッキ

により短縮された梁端に付加モーメントを作用させる。図 2.2.1(b)に示す柱への軸力 Nc

の導入は，写真 2.2.1（図 2.2.2 参照）に示す軸力導入用治具と PC 鋼棒を用いて行った。

図 2.2.3 に実験装置脚部の概念図，図 2.2.4 に軸力導入方法の概念図を図 2.2.2 の A-A’断

面図として示す。PC 鋼棒の緊張･解放により，必要な軸力を柱に導入する。なお，PC

鋼棒の緊張力は鋼棒に貼り付けた歪みゲージ（図 2.2.4）により制御する。なお，治具
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A-PC 鋼棒間，治具 B-PC 鋼棒間，治具 B 東側ローラー間は，それぞれ球座を用いて接

続した（写真 2.2.1 および図 2.2.4 参照）。 

ジャッキ

西 東

ジャッキ

負載荷 正載荷

1
7
0
0 反
力

壁

ジャッキ

写真2.2.1

A A'

2250

3500  

図 2.2.2 実験装置の概要 
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(a) 軸力導入装置全体 

    

(b) 詳細写真：治具 A          (c) 詳細写真：治具 B 

 

(d) 詳細写真：治具 B と柱端の接続 

写真 2.2.1 柱への軸力導入装置 

治具 B 
球座 

治具 A 

球座 

PC鋼棒 

治具 B 

治具 A 柱端ロードセル 
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図 2.2.3 実験装置脚部の概念図 

 

図 2.2.4 軸力導入方法の概念図 

2.3 検証実験 

第 1 章で示した本研究の研究対象建物の外柱梁接合部（写真 1.2.1，図 1.2.2）の模型

を 2.2 節の方法で載荷実験を行う。提案した載荷方法を確認するため，鉄骨試験体を製

作し検証実験を行った。本項では，その検証実験を紹介する。 

東側ローラー 

西側ピン 

軸力 

緊張力 

軸力導入 

緊張力 

西側ピン 下柱       梁       上柱 

治具 A 

治具 B 

PC 鋼棒 

実験装置 

：球座 

：ひずみゲージ 

東 西 東側ローラー 
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2.3.1 外柱梁接合部の鉄骨造試験体 

研究対象外柱梁接合部のモデル試験体は試験装置の仕様の範囲で可能な限り大きく

することを目的に，3/4 スケールとする。柱/梁部材の中央までの外形および断面寸法を

図 2.3.1 に示す。検証実験に用いる鉄骨試験体は図 1.2.2 に示す研究対象外柱梁接合部の

3/4 スケールに近い寸法，弾性剛性を保有するように，柱は 300×300×10×15 の H 型鋼，

梁は 488×300×11×18 の H 型鋼を溶接して製作した。柱の長さ（柱端部ピンの寸法を考

慮）は研究対象外柱梁接合部の上下柱の中央までとした。梁の長さは，図 2.2.2 に示す

既存の載荷装置の寸法の制限から，柱のフェイスから 1.09m とした。また，載荷装置と

接続するために，柱/梁端部に設置用プレートを溶接した。図 2.3.2 に鉄骨造試験体の形

状を，表 2.3.1 に鉄骨造試験体構造諸元，使用した鉄骨の材料試験結果を併せて示す。 

11
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11
25
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50

2625

300

30
0

300

45
0

 

図 2.3.1 研究対象の外柱梁接合部の 3/4 縮尺時における外形および柱・梁断面 
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図 2.3.2 鉄骨造試験体の構造詳細 

表 2.3.1 鉄骨造試験体構造諸元 

部位 柱 梁 

種別 SS400 

断面（mm） H-300×300×10×15 H-488×300×11×18 

断面積（mm2） 11850 15920 

断面二次モーメント Ix（cm4） 20200 68900 

弾性係数（N/mm2） 2.14×105 2.06×105 

降伏応力（N/mm2） 272 310 

引張応力（N/mm2） 437 430 

降伏ひずみ（μ） 2080 2102 
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2.3.2 載荷計画と計測計画 

試験体は 2.2 節で示した載荷装置および載荷方法で実験を行う。図 2.3.3 に示すよう

に，左柱（下層柱）端部をピン支承，右柱（上層柱）端部をローラー支承と接続した。

なお，柱に入力されるせん断力を測定するため，右柱端のローラー支承内にロードセル

を設置した。写真 2.3.1 に試験体設置の様子を示す。梁端部は加力梁と固定した。載荷

は，柱への一定軸力載荷下で，図 2.3.3 に示す水平ジャッキにより，荷重制御による静

的正負繰り返し荷重を与えた。なお，同図に示すように，東側への載荷を正載荷，西側

への載荷は負載荷としている。柱への軸力は，第 1 章で紹介した研究対象の柱梁接合部

に接続する柱の軸力（縮尺を考慮した概算が 250kN）に基づいて定めた。載荷プログラ

ムは，水平力±50kN および±100kN までをそれぞれ 1 サイクルとした。 

水平ジャッキ

西 東

鉛直ジャッキ

負載荷 正載荷
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0
0

反
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壁
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Nc

N N

 

図 2.3.3 鉄骨造試験体の実験設置 
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写真 2.3.1 鉄骨造試験体設置の様子 

図 2.3.3 により，柱の長さ（2250mm，ピン寸法考慮）は研究対象（図 2.3.1）と同じ

であるものの，梁の長さ（1700mm）は研究対象接合部の梁の長さ（2625mm，図 2.3.1）

より 925mm 短い。研究対象柱梁接合部の実際の梁と同じモーメント分布（図 2.2.1(a)）

を実現するために，梁端への付加モーメント∆M（図 2.2.1(b)）を，式(2.3.1)より東西鉛

直ジャッキの力 N を制御することで導入した。 

b
b Q

QM
N 264.0

5.3

)7.1625.2(

5.3






                   (2.3.1) 

式(2.3.1)より，鉛直ジャッキの力は常に水平ジャッキの力の 0.264 倍にすれば，試験

体のモーメント分布は研究対象を模擬できると算定された。そこで，試験体のモーメン

ト分布を確認するため，図 2.3.4 に示すように，試験体の表面にひずみゲージを貼り付

け載荷中の変化を計測した。 
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図 2.3.4 鉄骨造試験体のひずみゲージ貼り付け位置 

2.3.3 検証結果 

実験装置の妥当性を検証するため，ひずみゲージより計測された柱の圧縮ひずみ度分

布および架構の曲率分布を，それぞれ導入軸力および水平力から算出した理論値と比較

して示す。ひずみ度および曲率の算定について説明する。 

(1) 柱のひずみ度の算定 

図 2.3.3 に示すように，上層柱（同図中は右柱）には一定軸力，下層柱（同図中は左

柱）には変動軸力が作用する。上層/下層柱のひずみ度の理論値は式(2.3.2)/式(2.3.3)よ
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り求めた。 

)/( scccNU EAN                                    (2.3.2) 

)/()( sccbcNL EAQN                               (2.3.3) 

ここで，UεN：上層柱のひずみ度，LεN：下層柱のひずみ度，Nc：柱への導入軸力，Ac：

柱の断面積，Qb：梁せん断力，Escは柱の鉄骨のヤング係数である。 

(2) 梁/柱の曲率の算定 

まず，実験値の算出について説明する。曲率の実験値は図 2.3.4 に示す鉄骨のフラン

ジに貼り付けたひずみゲージ（幅方向に並列する 2 枚の平均値）より算定した。すなわ

ち図 2.3.5 に示す梁/柱の Bi-Bi’，Ci-Ci’位置での曲率は式(2.3.4)/式(2.3.5)より定義される。 

b

BiBi
bitest D







'
                                     (2.3.4) 

c

CiCi
citest D







'
                                     (2.3.5) 

ここで， BiBi  ' は梁の Bi’-Bi 位置の下/上フランジに貼り付けた歪みゲージの値，

CiCi  ' は柱の Ci’-Ci位置の左/右フランジに貼り付けた歪みゲージの値，Db/Dcは梁/柱

の断面の高さである。 

Qb

Nc

Lbi

MΔ

Mbi

L
ci

Bi

Bi'

CiCi'

Mci

jMb

jMb/2

Lb

LΔ

Lb - LΔ

L
c

L
c

 

図 2.3.5 柱/梁の曲率および柱のひずみ度の計算関する定義 
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続いて，理論値の算出について説明する。図 2.3.3 に鉛直ジャッキの力 N を式(2.3.1)

より制御すると，梁端部に作用する付加モーメント ΔM は ΔL･Qbとなる。図 2.3.5 より，

梁の Bi, Bi’位置での外力モーメント Mbiは式(2.3.6)となる。接合部中心位置（節点）での

モーメント jMb は式(2.3.7)であり，節点でのモーメントの釣り合いより，柱端モーメン

トは jMb/2 となる。柱の Ci, Ci’位置でのモーメント Mciは式(2.3.8)より求める。梁/柱の

Bi, Bi’/Ci, Ci’位置での曲率 cicalbical  は式(2.3.9)/式(2.3.10)より計算する。 

)( LLQMLQM bibbibbi                         (2.3.6) 

bbbbbj LQMLLQM  )(                        (2.3.7) 

c

cibb

c

cibj
ci L

LLQ

L

LM
M 




22
                          (2.3.8) 

Bxsb

bi
bical IE

M


                                       (2.3.9) 

Cxsc

ci
cical IE

M


                                      (2.3.10) 

ここで，Esb/Esc は梁/柱の鉄骨のヤング係数，IBx/ICx は梁/柱 H 形鋼の x 軸（図 2.3.2

参照）に対する断面二次モーメント（表 2.3.1 より）であり，他の記号は図 2.3.5 に参考

されたい。 

図 2.3.6 は水平力 100kN 載荷時における柱部材のひずみ度と全部材の曲率について，

実験値と理論値を比較している。両者が良好に整合しており，本実験法により短スパン

化した試験体へ，適切な載荷が可能であることを検証した。 
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(a) 曲率分布(μ/mm)                         (b) ひずみ度分布(μ) 

図 2.3.6 検証結果 

2.4 まとめ 

本章では，長スパン梁を有する外柱梁接合部の模型実験の試験体を既存載荷装置の制

限を考慮してできる限り大きく計画するために，梁の長さを短縮する実験方法を開発し

た。本実験方法を検証する予備実験として，研究対象建物の外柱梁接合部を模擬する鉄

骨造試験体を製作し，静的載荷実験を行った。その結果，柱梁のひずみ度と曲率の計測

結果が理論値と精度よく整合しており，計画した実験方法より応力分布を再現できるこ

とを確認した。 
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3.1 はじめに 

文献 18)などではせん断補強筋のない外柱梁接合部の地震に対する脆弱性が示された。

しかし，柱梁接合部の耐震性能はこれに接する柱梁の曲げ強度比，梁主筋の定着長さ，

接合部のアスペクト比などの構造詳細に影響される 24)。そこで，第 1 章で示した本研究

の研究対象建物のせん断補強筋のない外柱梁接合部の地震時挙動や性能を定量的に評

価することを目的として，そのモデル試験体を製作し，第 2 章で示した実験法を用いて

静的繰り返し載荷実験を行った。 

3.2 実験方法 

3.2.1 外柱梁接合部の部分架構試験体 

試験体は，第 2 章で示した実験法検証用の鉄骨造試験体と同様に，研究対象外柱梁接

合部の 3/4 スケールとした。接合部に接する直交梁がその耐震性能に影響すると考えら

れるが，直交梁は接合部のコアコンクリートを拘束する効果が期待されるため，直交梁

のモデル化により接合部の耐震性能は向上すると予想される。本研究は柱梁接合部の耐

震補強を目的とする。そこで，試験体の計画では，直交梁がある場合より接合部にとっ

て厳しい条件と判断される直交梁がない部分架構とすることとした。これは接合部パネ

ル部分の損傷を観測できることも考慮しての計画である。梁の長さは鉄骨造試験体と同

様に梁端から 1.09m（2D 以上，D：梁せい）とした。図 3.2.1 に示すように，試験体は

研究対象建物と同様に接合部にせん断補強筋が配されておらず，柱/梁部材のせん断補

強筋のフックが 90°である。表 3.2.1 に試験体構造諸元を示す。なお，柱の軸力の外柱梁

接合部の耐震性能への影響を明らかにするため，柱部材への導入軸力の有無をパラメー

タとして，軸力なし試験体 J1 と軸力あり試験体 J1N の計 2 体を計画した。 
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図 3.2.1 試験体形状および配筋 

表 3.2.1 試験体の構造諸元 

 柱 梁 

断面 300×300mm 300×450mm 

主筋 4-D16 (pt=0.88%) 5-D16 (pt=0.74%) 

補強筋 φ9@113mm (pw=0.38%) 

3.2.2 材料特性 

表 3.2.2にコンクリートの材料特性，表 3.2.3に鉄筋の材料特性をそれぞれ示す。なお，

表の下に研究対象建物のコンクリートおよび鉄筋の実強度を示す。試験体に使用された

材料強度は対象建物と近い値を得た。 
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表 3.2.2 コンクリートの材料試験結果 

ヤング係数 
(N/mm2) 

圧縮強度 
(N/mm2) 

引張強度 
(N/mm2) 

2.4×104 19.5 3.0 

※対象建物のコンクリート圧縮強度は 21(N/mm2)3) 

表 3.2.3 鉄筋の材料試験結果 

名称 
降伏強度 
(N/mm2) 

引張強度 
(N/mm2) 

ヤング係数 
(N/mm2) 

降伏ひずみ 
(μ) 

D16 383.0 563.2 1.86×105 2063 

φ9 370.4 527.0 2.06×105 1758 

※対象建物の鉄筋(D22，φ12)の降伏強度はそれぞれ 391.9，326.4(N/mm2)3) 

3.2.3 載荷方法と計測方法 

載荷は第 2 章で示した実験法により行った。図 3.2.2，写真 3.2.1 にそれぞれ試験体設

置時の図面および写真を示す。試験体は，西柱（下階柱）端をピン支承，東柱（上階柱）

端をローラー支承として載荷装置へ固定した。柱に入力されるせん断力を測定するため，

東柱端のピン支承下に鉛直方向にロードセル（容量は 1000kN）を設置した。梁は加力

梁と固定した。載荷は，反力壁に取り付けた水平オイルジャッキ（1000kN）により，

変位制御による静的正負交番繰り返し荷重を与えた。付加モーメントは第 2 章に示した

ように，載荷フレームに取り付けた 2 本の鉛直オイルジャッキ（2000kN）により作用

させた。 

実験では，図 3.2.2 に示す梁端部の水平変位（δ）をその計測点と接合部中心間距離

（H=1240mm）で除した梁の変形角 R=δ/H で制御した。載荷プログラムは R=1/800，1/400，

1/200，1/133，1/100，1/67，1/50，1/33，1/25rad.をそれぞれ 1 サイクル行い， 後に R=1/17rad.

まで正方向に半サイクルとした。柱への導入軸力は J1 が 0kN，J1N が 250kN である。 

図 3.2.3 に変位計測位置を示す。接合部内のひずみゲージは文献 3)より，せん断ひび

割れの発生位置を図 3.2.4 の破線（接合部入隅と梁主筋折り曲げ部中央を結ぶ直線）の

通り予想し，その予想線に基づいて貼付位置を決定した。 
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図 3.2.2 実験設置 

 

写真 3.2.1 試験体設置の様子 
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3.3 実験結果 

図 3.3.1 に各試験体の接合部モーメントと梁の変形角の関係並びに試験体の主な破壊

イベントをそれぞれ示す。接合部モーメントは柱端ロードセルにより計測した柱に入力

するせん断力と柱両端のピン中心間距離（2250mm）の積として求めた。なお，梁降伏

を仮定した架構の計算耐力および接合部のせん断耐力を接合部中心モーメント（以下，

節点モーメント）に換算した結果も同図に示す。梁降伏時の架構の計算耐力は，梁が危

険断面（柱フェイス位置）で曲げ降伏すると仮定した時の接合部中心でのモーメント（図

3.3.2 参照）である。梁の曲げ降伏耐力は AIJ 規準 8)（式(3.3.1)）より，節点モーメント

は式(3.3.2)より計算される。接合部のせん断耐力を耐震設計指針 1)のせん断終局強度式

（式(1.4.1)）より計算し，節点モーメントは式(3.3.3)の関係式より計算する。 

daM ytu 9.0                                       (3.3.1) 

2/2/

2/

cb

b
ubj dL

L
MM


                               (3.3.2) 

c

jb

cb
j

cbju L

M

d

L

dL
M

VTV 







8

7
2/

2/2/

                    (3.3.3) 

ここで，Muは梁の曲げ終局モーメント，atは引張鉄筋断面積，σyは鉄筋の降伏強度，

d は梁の有効せい，jMbは梁降伏時の節点モーメント，Lb/Lcは梁/柱の長さ(柱/梁芯々間

距離，図 3.3.2 参照)，dcは柱せい，Vjuはせん断終局強度（式(1.4.1)より計算），Tbは梁

主筋の引張力，Vcは柱のせん断力である。 
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図 3.3.1 接合部モーメントと梁変形角関係 
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図 3.3.2 梁降伏時節点モーメント 

両試験体ともに R=1/800 のサイクルで梁と柱の引張側入隅部（図 3.3.3(a)の①，以下

入隅ひび割れ）や梁の引張側側面に初期曲げひび割れが発生した。柱の初期ひび割れは，

J1 では R=1/800，J1N では R=1/200 で観測された。R=1/200 の正負載荷で接合部に対角

方向の斜めひび割れ（図 3.3.3(a)の②，以下対角ひび割れ）が発生し，これらのひび割

れは柱の外側主筋に沿って進展した。また，試験体の剛性が著しく低下した。J1 では

R=1/100，J1N では R=1/67 のサイクルより接合部せん断ひび割れ上でカバーコンクリー

トの剥離が生じ始めた。J1 では R=±1/67，J1N では R=+1/67，-1/100 のサイクルでそれ

ぞれ正負 大耐力に達し（図 3.3.1 参照），耐力が緩やかに低下した。図 3.3.1 に示すよ

うに，J1N の 大耐力は J1 より 1 割程度高いものの，両試験体ともに架構の梁曲げ降

伏時の計算耐力および接合部のせん断終局強度を大きく下回った。両試験体の R=1/67

のサイクルの載荷終了時のひび割れ状況を図 3.3.4 に比較して示す。 大耐力まで，柱，

梁主筋は降伏せず，接合部耐力により架構の耐力が上限に達したが，上記のように式

(1.4.1)による接合部せん断耐力には達しなかった。同サイクルで，柱主筋に沿い進展し

た接合部せん断ひび割れが柱の外面に貫通し，接合部コンクリートが大きく剥落した。

R=1/17 まで正方向に半サイクル載荷し，実験を終了した。両試験体の実験後の損傷状

況を図 3.3.5 に比較して示す。柱主筋の座屈が確認できる。両試験体は概ね同様な破壊

性状を示した。 
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①

①

②

②

J1 J1N

正

負

正載荷時ひび割れ 負載荷時ひび割れ  

(a) 全体損傷状況 

       

(b) 接合部パネルの拡大写真 

図 3.3.3 R=1/200 サイクル終了時損傷状況 

J1 J1N 
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J1 J1N

正

負

正載荷時ひび割れ 負載荷時ひび割れ  

(a) 全体損傷状況 

          

(b) 接合部パネルの拡大写真 

図 3.3.4 R=1/67 サイクル終了時損傷状況 

J1 J1N 
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正載荷時ひび割れ 負載荷時ひび割れ

J1 J1N

正

負

 

(a) 全体損傷状況 

         

(b) 接合部パネルの拡大写真 

図 3.3.5 実験終了時損傷状況 

J1 J1N 
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3.4 接合部のせん断挙動 

3.4.1 外柱梁接合部の変形モデル 

第 1 章に柱梁接合部の 9 自由度モデル 25)を示した。そして，文献 3)はそれに基づき，

せん断補強筋がない外柱梁接合部の変形を図 3.4.1 のように示した。その概要は以下の

通りである。 

・ 図 3.4.1(a)に示すように，正載荷では梁上端から接合部の対角方向に延びる斜めひ

び割れ，梁下端から斜めひび割れの中央付近を結ぶ入隅ひび割れが発生する。負載荷

では，同図(b)に示すようにひび割れが発生する。 

・ 斜めひび割れ及び入隅ひび割れが，正載荷では図 3.4.1(a)の A,B,C 点，負載荷で

は同図(b)の D,E,F 点を支点にそれぞれ拡幅する。 

 

(a)                          (b) 

図 3.4.1 外柱梁接合部の変形機構 3) 
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本研究では，写真 3.4.1 に示すように，図 3.4.1 と類似した変形が観測された。 

       

写真 3.4.1 1/67 サイクル正載荷ピーク時写真 

文献 3)，25)を参考として，図 3.4.2 に示すような接合部変形モデル（以下，非対称

モデル）を仮定する。非対称変形モデルは，上記の接合部入隅ひび割れと斜めひび割れ

の発生と拡幅に伴って，同図のように接合部パネル片側の三角形（引張側入隅部を頂点，

斜めひび割れを底辺とする三角形）のせん断変形が卓越する変形モデルである。以下で

は，本変形モデルの妥当性を変形と耐力の実験値に基づいて検証する。 

J1 J1N 
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uγ 

lγ 

φw

φu

φl

φe

 

(a) 正載荷 

uγ 

lγ 

φw

φu

φl

φe

 

(b) 負載荷 

図 3.4.2 外柱梁接合部の非対称変形モデル 

3.4.2 変形状態の検証 

図 3.4.2 に示す非対称変形モデルでは，接合部引張側入隅を頂点とする上三角形と，

もう一方の下三角形が独立にせん断変形する。そこで，両せん断変形 uγ ， lγ を式(3.4.1)，

(3.4.2)により評価し，図 3.4.3 において比較する。上三角形のせん断変形 uγ が終始卓越

し，例えば両試験体が正側 大耐力を記録した R=1/67 では uγ が lγの約 5.5 倍程度であ
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り，接合部が非対称にせん断変形していることを確認できる。 










（負載荷時）

（正載荷時）

eu

wu
u 


                           (3.4.1) 










（負載荷時）

（正載荷時）

wl

el
l 


                            (3.4.2) 

ここで， uφ ：接合部上面の絶対回転量（図 3.2.3，D5, D6 より計測）， lφ ：接合部下

面の絶対回転量（図 3.2.3，D17, D18 より計測）， eφ：接合部東面の絶対回転量（図 3.2.3，

D9, D10 より計測）， wφ ：接合部西面の絶対回転量（図 3.2.3，D11, D12 より計測）であ

る。 
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図 3.4.3 非対称変形モデルのせん断変形角の比較 

 



せん断補強筋のない既存 RC 外柱梁接合部の袖壁補強法に関する研究 

第３章 せん断補強筋のない RC 外柱梁接合部の耐震性能評価 

- 53 - 

3.4.3 耐力に関する検証 

3.4.1 節で示した外柱梁接合部の変形により，接合部周りの外力を含めた変形概念図

を図 3.4.4 に示す。文献 25)～27)を参考に，接合部のひび割れを横切る鉄筋に引張力，

回転支点周りのコンクリートに圧縮力が生じると想定する。図 3.4.4 に示す接合部のひ

び割れ面での力のつり合いを考え，接合部の抵抗モーメントを算出した。 

 

図 3.4.4 試験体の接合部パネルの変形概念図 
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図 3.4.5 接合部内の応力状態（正載荷時） 

図 3.4.5 に正載荷時の接合部内における鉄筋およびコンクリートの想定応力分布を示

す。同図(b)中に●で示すコンクリートの応力重心位置に作用するモーメントの総和が，

抵抗モーメントに相当し，図中の記号を用いると式(3.4.3)のように表される。同式では

外力に抵抗するモーメントを正として記述した。なお，算定仮定を以下にまとめる。 

・外力（図 3.4.5 中の VB, VC, NC）は入隅ひび割れと対角ひび割れの交差点の O 点に作

用し，O 点を境界とする断面両側にそれぞれ 1/2 ずつ作用するものと扱う。 

・コンクリートは圧縮域においてストレスブロックに置換し，ストレスブロックの高

さ（圧縮応力度）は β3fcとする。ここで，β3は強度低減係数であり，0.85 とする。fcは

コンクリートの圧縮強度である。 

・コンクリートの応力の方向はひび割れ面と直交するとは限らない。 
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本研究では，図 3.2.4 に示した鉄筋に貼り付けられた歪みゲージより計測した接合部

ひび割れを横切る位置の鉄筋の引張力を用いて式(3.4.3)より接合部の抵抗モーメント

MJを評価した。 

ECECECECBEBEBWBWJ jTjTjTjTM 2211   

WCCWCCWCWCWCWC jTjTjTjT 44332211   

SSBYBBXB jTjTjT  00 45sin45cos 
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ここで， 

C□ ：図 3.4.5 中の□位置のコンクリート応力 

T□ ：図 3.4.5 中の□位置の鉄筋応力 

j□ ：図 3.4.5 中の□位置の鉄筋とその反力を与えるコンクリートの応力重心位置と 

の距離 

VB ：梁のせん断力，図 3.2.2 に示す柱端ロードセル計測値からの換算値を用いる 

VC ：柱のせん断力，図 3.2.2 に示す柱端ロードセルの計測値を用いる 

NC1, NC2：柱の軸力 

DB ：梁せい 

DC ：柱せい 

b ：梁幅，柱幅（本試験体では共通） 

gB ：梁の主筋間距離/梁せい(主筋間距離比） 

gC1 ：柱の外側主筋間距離/柱せい(主筋間距離比） 

gC2 ：柱の内側主筋間距離/柱せい(主筋間距離比） 

lBX, lBY ：点 O から梁主筋折り曲げ部中央までの X，Y 方向距離 

lX0 ：点 O から梁危険断面までの X 方向距離（=DB/2×tanθ） 
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コンクリートの応力 C□はひび割れ面での応力の釣り合いより，式(3.4.4)～(3.4.9)より

求める。 

2/1 CBWX VTC                                             (3.4.4) 

2/2/ 1211 CBWCWCY NVTTC                                  (3.4.5) 

2/2 CBEX VTC                                              (3.4.6) 

2/2/ 2212 CBECECY NVTTC                                  (3.4.7) 

2/45sin3 CBSX VTTC                                       (3.4.8) 

2/45cos 1433 CBCCY NTTTC                                  (3.4.9) 

主筋からコンクリート応力重心位置までの距離は式(3.4.10)～(3.4.20)より求める。 
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試験体の 大耐力時の鉄筋応力（ひずみ度）を表 3.4.1 に示す。鉄筋応力の実験値に

基づく式(3.4.3)による接合部抵抗モーメントの計算結果を表 3.4.2 に示す。抵抗モーメ

ントの計算値が耐力の実験値とおよそ一致することを確認した。 

表 3.4.1 大耐力時の鉄筋の応力 

記号 J1 [正載荷] J1 [負載荷] J1N [正載荷] J1N [負載荷] 

TBW 247 (1336) 194 (1050) 253 (1372) 199 (1075) 

TBE 93 (506) -10 (-54) 114 (617) 15 (81) 

TC1W 233 (1576) 207 (1403) 254 (1722) 136 (921) 

TC2W 93 (1258) 80 (1087) 76 (1022) 20 (271) 

TC3 71 (966) 89 (1205) 63 (850) 16 (222) 

TC4 -86 (-582) 21 (139) 21 (144) 45 (302) 

TC1E 167 (1131) 129 (872) 90 (606) 16 (108) 

TC2E 93 (1258) 80 (1087) 76 (1022) 20 (271) 

TB -35 (-187) 252 (1365) 52 (280) 58 (316) 

TS 24 (918) 27 (1043) 26 (1002) 16 (596) 

 

表 3.4.2 計算耐力と実験耐力の比較 

試験体 載荷方向 
実験値 

(kN×m) 

計算値 

(kN×m) 実験値/計算値 

J1 
正 88.9 68.5 1.30 

負 -90.0 -93.4 0.96 

J1N 
正 100.1 84.6 1.18 

負 -97.9 -69.3 1.41 
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3.5 まとめ 

第 3 章では，研究対象建物の外柱梁接合部を模擬する試験体を製作し，静的繰り返し

載荷実験を実施して，その耐震性能を評価した。本実験により，以下の知見を得た。 

1) 研究対象の実被害状況と同様に，両試験体ともに接合部のコアコンクリートが損

傷し，柱鉄筋が座屈した。両試験体の 終破壊状況は概ね同様である。 

2) 両試験体ともに 大耐力まで，梁/柱の主筋は降伏しなかった。 

3) 両試験体の 大耐力は梁降伏を仮定した架構の計算耐力および接合部のせん断終

局強度を大きく下回った。試験体は接合部の降伏が先行したが，日本の RC 建物の耐震

設計指針による接合部のせん断耐力計算式では適切に評価できないことを確認した。 

4) J1N の 大耐力の実験値は J1 より 1 割程度高かった。外柱梁接合部の耐力は柱軸

力がある場合より柱軸力がない方が耐力が小さかった。 

5) 外柱梁接合部は入隅ひび割れと，斜めひび割れが開閉する挙動が卓越することを

確認した。 

6) 接合部引張側入隅を頂点とする上三角形と，もう一方の下三角形が独立にせん断

変形する非対称せん断変形モデルを提示し，変形と耐力の実験値との比較を通してモデ

ルの妥当性を検証した。接合部のせん断変形はモデルの上三角形が下三角形より明らか

に大きく非対称に変形すること，文献 25)～27)に基づいて上記モデルで想定するひび割

れ面の力のつり合いから算定される接合部抵抗モーメントが実験結果の曲げ耐力とお

よそ整合することを確認した。 

以上より，本研究の対象建物の外柱梁接合部の地震被害を再現し，その脆弱性を確認

した。また，外柱梁接合部が非対称なせん断変形機構を呈することを実験的に確認した。

本実験の接合部の変形および接合部ひび割れ面での応力の釣り合いより求めた接合部

の抵抗モーメントが塩原ら 25)～27)の柱梁接合部の変形モデルおよびモーメントに対する

抵抗機構理論と整合した。
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4.1 はじめに 

RC 造フレーム構造の建物の設計では，梁降伏が先行して発生し，いわゆる梁降伏先

行型の全体崩壊機構の形成が望まれる。第 3 章の接合部にせん断補強筋のない外柱梁接

合部の部分架構は接合部破壊先行型となり，この種の柱梁接合部の脆弱性を改めて証明

した。本章では，第 3 章で示した部分架構の接合部に対して鉄骨デバイスによる補強実

験を行う。 

4.2 耐震補強工法の構想および鋼製デバイスの設計 

説明の便宜上，第 3 章で示した外柱梁接合部の変形機構を図 4.2.1 に再掲する。 

地震力

主筋の引張力

入隅ひび割れ

斜めひび割れ

 

図 4.2.1 外柱梁接合部の変形機構 3) 

筆者らは途上国におけるこの種の接合部を合理的に耐震補強するためには，RC 袖壁

を増設することが途上国の技術水準や使用可能な材料を考慮すると現実的であると考

えている。本研究では袖壁に必要な性能を評価することを 終的な目標に設定するが，

本章ではその基礎研究として，図 4.2.1 の接合部挙動に基づいて接合部のせん断破壊を

防止するための力学的な条件について検討する。 

図 4.2.1 に示した入隅ひび割れは，地震時に柱，梁端部モーメントによって生じた各

主筋引張力により発生したと考えられる。本研究ではこの入隅ひび割れの拡幅を抑制す

ることを試みる。入隅ひび割れの拡幅の抑制は，図 4.2.1 の変形挙動すなわち対角方向
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の斜めひび割れの拡幅の抑制や，結果的に接合部のせん断破壊の抑制にも寄与すること

を期待した。これを実現する局所的な補強デバイスとして，柱，梁主筋の引張力を，そ

れぞれ接合部を介さずに梁，柱に伝達する図 4.2.2，4.2.3 に示す鋼製補強デバイスを試

設計した。補強デバイスおよび躯体との接合部の設計条件は式(4.2.1)～(4.2.3)を満たす

こととした。 

［梁主筋の引張力の伝達について］ 

  bacpcpbab TQTQQ ** ,,,min                              (4.2.1) 

ここで，bQaは梁上/下面のアンカ－の許容せん断耐力，bQpは梁上/下面の水平鋼板の

許容せん断耐力（=2・btp・blp・fs，図 4.2.3 参照，fs は鋼板のせん断強度），cTp は柱側面

の鉛直鋼板の許容引張耐力（=2・ctp・clp・ft，図 4.2.3 参照，ft は鋼板の引張強度），cQa

は柱側面のアンカ－の許容せん断耐力，Tbは梁主筋の引張強度である。 

［柱主筋の引張力の伝達について］ 

  cabpbpcac TTQQQ ,,,min **                              (4.2.2) 

ここで，cQp は柱側面の鉛直鋼板の許容せん断耐力（=2・ctp・clp・fs，図 4.2.3 参照），

bTaは梁上/下面のアンカ－の許容引き抜き耐力，Tcは柱主筋の引張強度である。 

ただし，*を付した bQp，cQa については，二方向応力に対する式(4.2.3)の確認を要す

る。ここで二方向応力とは二方向のせん断応力を同時に受ける場合を指す。なお，梁側

面のアンカ－には引張応力とせん断応力が同時に作用するが，その複合作用については

考慮しなかった。 

  22,min cbacpb TTQQ                              (4.2.3) 

なお，本研究で用いた試験体に対する計算例については 4.4 節で後述する。 
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図 4.2.2 耐震補強イメージ図および柱/梁主筋引張力の伝達 

 

blp

clp

btp

ctp

clp, blp: アンカ－孔を除く鋼板長さ

ctp, btp: 鋼板の厚さ

 

図 4.2.3 補強デバイスの構造詳細 

4.3 実験方法 

4.3.1 鋼製デバイス補強試験体 

補強試験体の既存部の構造詳細は第 3 章で示した無補強試験体と同様である。鋼製補

強デバイスは SS400 の鋼板を溶接して製作し，アンカーボルト用の穴の径は 18mm と

した（写真 4.3.1）。補強デバイスの装着イメージおよび補強部の構造詳細を図 4.3.1，4.3.2

にそれぞれ示す。既存部打設の１ヶ月後，補強部の施工を行った。補強部と既存部の一

体性を確保するため，補強鋼板と既存部の間に 20mm 厚さで無収縮グラウト材を注入し

た。写真 4.3.2 に補強施工の様子を示す。 
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写真 4.3.1 補強デバイス 

 

図 4.3.1 鋼製デバイスの装着イメージ 
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図 4.3.2 補強部の構造詳細および力の伝達 
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(a) あと施工アンカーの穴あけ作業 

 

(b) デバイスを装着後にアンカー設置 

 

(c) デバイスと既存部の隙間へのグラウト材の注入 

写真 4.3.2 補強施工の様子 
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4.3.2 材料特性 

試験体の既存部に使用された材料の特性は第 3 章で示した無補強試験体と同様であ

る。補強用鋼板の材料特性を表 4.3.1 に示す。デバイスの装着に使用されたあと施工ア

ンカ－の規格値を表 4.3.2 に示す。同表の平均耐力はアンカ－の鋼材破壊による値。許

容引張安全荷重は鋼材の降伏荷重，定着したコンクリート躯体のコーン状破壊荷重およ

び樹脂のコンクリートに対する付着強度の 小値である。許容せん断安全荷重はアンカ

－のせん断破壊荷重および定着した躯体コンクリートの圧縮破壊による荷重の 小値

である。グラウト材の圧縮強度は 38.8N/mm2である。 

表 4.3.1 補強用鋼板の材料試験結果 

名称 
降伏強度 
(N/mm2) 

引張強度 
(N/mm2) 

ヤング係数 
(N/mm2) 

降伏ひずみ 
(μ) 

SS400 367.6 448.4 2.13×105 1751 

表 4.3.2 あと施工アンカ－の規格値 

呼び径 
穿孔径 

(mm) 

穿孔深さ 

(mm) 

平均耐力 許容安全荷重 

引張 

(kN) 

せん断 

(kN) 

引張 

(kN) 

せん断 

(kN) 

φ16 18 130 77.9 46.7 24.8 24.7 

 

4.4 補強部耐力の検討 

梁/柱の主筋の引張力は補強部を介して図 4.2.2 に示す経路で柱/梁に伝達されると想

定する。力の伝達を保証するため，補強部材の耐力を確認する。 

4.4.1 梁主筋の引張力の伝達 

補強デバイスが梁主筋の引張力を柱に伝達できることを，式(4.4.1)～(4.4.6)によって

保証した。 
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[梁主筋の引張力] 

kNTb 380383993                                   (4.4.1) 

[梁上/下面のアンカ－の許容せん断耐力] 

kNQab 2.3957.2416                                  (4.4.2) 

[梁上/下面の水平鋼板両端部の許容せん断耐力] 

kNQ pb 8713/6.367)184300(92                (4.4.3) 

[柱側面の鉛直鋼板の許容引張耐力] 

kNTpc 15086.367)184300(92                    (4.4.4) 

[柱側面のアンカ－の許容せん断耐力] 

kNQac 8.5927.2424                               (4.4.5) 

bacpcpbab TQTQQ ),,,min(                            (4.4.6) 

4.4.2 柱主筋の引張力の伝達 

補強デバイスが柱主筋の引張力を梁に伝達できることを，式(4.4.7)～(4.4.11)によっ

て保証した。 

[柱主筋の引張力] 

kNTc 304383794                                   (4.4.7) 

[柱側面のアンカ－の許容せん断耐力] 式(4.4.5)より 

[柱側面の鉛直鋼板両端部の許容せん断耐力] 

kNQ pc 8713/6.367)184300(92                (4.4.8) 

[梁上/下面の鋼板両端部の許容せん断耐力] 式(4.4.3)より 
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[梁上/下面のアンカ－の許容引き抜き耐力] 

kNTab 3978.2416  注)                              (4.4.9) 

cabpbpcac TTQQQ ),,,min( 注)                         (4.4.10) 

コーン状破壊の
 予想ひび割れ

45°

bTa

45°外輪郭線

有効水平投影面積
2106586mm

 

図 4.4.1 梁アンカー群の引張耐力 

注) 補強設計時に計算の欠落があった。表 4.3.2 の引張に対するアンカ－の許容安全荷重はアンカーが 1

本の場合に対するものである。アンカ－群の躯体コンクリートのコーン状破壊に対する引張耐力は，アン

カ－群の有効水平投影面積が重なる場合，重複を除いて有効水平投影面積を計算する必要がある。図 4.4.1

に示すように，梁の上/下面のアンカ－群の有効水平投影面積が 106,586mm2 であり，その引張耐力は

kNAT cBab 1081065865.1923.023.0   となり，補強部の耐力は不足していることが確認された。 
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4.4.3 二方向応力に対する検討 

梁，柱主筋の引張力による二方向応力に対する鋼板および柱側面のアンカ－の耐力は

式(4.4.11)によって保証した。 

  kNQQ acpb 6.486304380,min 22                  (4.4.11) 

以上により，補強部の耐力を検討したが，アンカ－の配筋ピッチ・ゲージに関する構

造規定 28)を満足することが困難であったため，本実験では構造規定の約 1/2 の配筋ピッ

チ・ゲージで施工した（図 4.3.2）。 

4.5 載荷計画および計測計画 

載荷および計測計画は第 3 章の無補強試験体 J1 と同様である。なお，第 3 章の実験

では，柱軸力を作用する試験体の 大耐力が作用しない試験体を 1 割程度上回った。よ

って，柱軸力を作用しない場合，接合部の補強にとってより厳しい条件と判断し，本実

験では軸力を載荷しない計画とした。写真 4.5.1 に試験体設置の様子を示す。 

 

写真 4.5.1 試験体設置の様子 
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4.6 実験結果 

4.6.1 荷重変形関係と破壊経過 

図 4.6.1(a)に試験体の接合部モーメントと梁の変形角の関係および試験体の主な破壊

イベントを示す。梁が梁側面に配した 1 本目アンカー位置（図 4.6.2 参照）で降伏する

と仮定した場合の架構の計算耐力も同図に示す（この仮定は，後述の実験結果と整合さ

せた仮定である）。また，比較のため，無補強試験体 J1 も同図(b)に示す。補強試験体

の 大耐力が無補強試験体の 2 倍程度上昇し，計算耐力を上回った。 大耐力を記録し

た後も 終サイクルまで耐力低下は極僅かであった。 
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(a) 補強試験体 
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(b) 無補強試験体 

図 4.6.1 荷重変形関係 
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MujMb

１本目アンカー

 

図 4.6.2 架構の計算耐力 

J1-R 試験体は，R=1/800 のサイクルで梁と柱の鋼板止端から先の部分で初期曲げひび

割れが発生し，また，梁と柱の引張側入隅部に曲げひび割れ，梁と補強デバイス間にひ

び割れ（肌別れ，図 4.6.3(a)の①）が発生した。R=1/400 の負載荷で梁の東面の一段目と

二段目アンカ－の間の位置（図 4.6.3(a)参照）に曲げひび割れが現れた。同サイクルで，

補強デバイスが試験体側面に対して相対回転を生じ，両者の一体性が失われ始めた。こ

れは鋼板の穿孔径（18mm）がアンカ－の直径（16mm）より 2mm 程度大きく，補強鋼

板とアンカ－間に隙間があることに起因すると考えられる。その後，R=1/200 の正負載

荷で，接合部に斜めひび割れが発生した（図 4.6.3(a)の②）。上記のように，補強デバイ

スと試験体の一体性が早期から失われ始めた結果，接合部のひび割れ発生の抑制には補

強の効果が見られなかった。しかし，補強試験体では R=1/100 の負載荷で梁の一段目の

アンカ－付近（図 4.3.2 と図 4.6.2 参照）で梁主筋が降伏し，梁降伏機構を形成した。そ

の後，載荷が進むに伴い，主に梁の補強鋼板端部から接合部にかけてひび割れの本数と

幅が増加したが，顕著な損傷（ひび割れの開閉）は梁の補強デバイス端部の曲げひび割

れと接合部のせん断ひび割れで観察された（図 4.6.4）。R=1/33 の正載荷で柱，梁の補強

デバイス未接続部分におけるせん断ひび割れや接合部におけるコンクリートの剥落が

生じ始めた。同サイクルで正/負側の 大耐力（176kN・m/-183kN・m）が記録された。

正，負側の 大耐力がともに梁曲げ降伏時の計算耐力を上回った。R=1/17 で柱主筋の
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露出，座屈，補強デバイスの鋼板の局部座屈（写真 4.6.1）が目視により確認された。

実験終了まで，試験体耐力の顕著な低下は認められなかった。 

正載荷時ひび割れ 負載荷時ひび割れ

①

西 東

①

②
②

 

(a) 全体損傷状況 

 

(b) 接合部パネルの拡大写真 

図 4.6.3 1/200 サイクル終了時試験体損傷状況 
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正載荷時ひび割れ 負載荷時ひび割れ  

(a) 全体損傷状況 

 

(b) 接合部パネルの拡大写真 

図 4.6.4 実験終了時試験体損傷状況 
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(a) 引張側デバイスの損傷 

      

(b) 圧縮側デバイスの損傷 

写真 4.6.1 補強鋼板の損傷状況（左側の図面は写真の位置を示す） 

 

 

引張による鋼板の湾曲 

湾曲 

座屈 
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4.6.2 破壊機構 

第 3 章で示した柱梁接合部の部分架構試験体と鋼製デバイスによる補強試験体の

終破壊状況を図 4.6.5 に比較して示す。無補強試験体 J1 の損傷は接合部に集中し，補強

試験体の損傷は接合部および梁に広範囲に分布して，接合部の損傷は相対的に低減され

た。図 4.6.1 に示したように，無補強試験体の 大耐力は梁降伏を仮定した計算耐力を

大きく下回った。補強試験体は上回り，後者の 大耐力は前者のおよそ 2 倍であった。

また，図 4.6.1 に示すように，無補強試験体は 大耐力まで，梁/柱の主筋が降伏しなか

ったが，補強試験体では R=1/100 の負載荷で梁の一段目のアンカ－付近（図 4.3.2 参照）

で梁主筋が降伏し始めた。以上を踏まえ，無補強試験体の破壊モードは接合部破壊先行

型であり，鋼製デバイス補強試験体は梁降伏先行型であると判断できる。 

J1 J1-R

図 4.6.5 終破壊状況の比較 

4.6.3 接合部ひび割れ幅 

図 4.6.6 に両試験体の各サイクル正載荷ピーク時における入隅ひび割れと対角ひび割

れの 大幅の推移を比較する。補強デバイスにより，とくに入隅ひび割れの拡幅が抑制

されたことがわかる。一方，斜めひび割れの拡幅に対する抑制効果はほとんど見られず，

4.2 節で当初計画した入隅ひび割れに対する損傷低減効果のみが確認された。 
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図 4.6.6 接合部ひび割れ幅の比較 

4.6.4 履歴減衰 

無補強試験体 J1 と補強試験体 J1-R の梁せん断力-梁変形角関係を図 4.6.7(a)，(b)にそ

れぞれ示す。 

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

梁
せ

ん
断

力
 (

kN
)

-6 -5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6

梁変形角 (rad.)

J1

梁曲げひび割れ
柱曲げひび割れ
接合部ひび割れ
正/負最大耐力

 

(a) 無補強試験体 J1 
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(b) 補強試験体 J1-R 

図 4.6.7 梁せん断力-梁変形角関係 

両試験体の補強試験体の主筋降伏後の各サイクルの等価粘性減衰定数 heq をそれぞれ

計算し，その結果を図 4.6.8 に比較して示す。等価粘性減衰定数は文献 29)を参考に，

式(4.6.1)より計算した。 








 


e
eq W

W
h

4

1
                                     (4.6.1) 

ここで，ΔW は図 4.6.7 に示す着目サイクルの吸収エネルギー(面積)，Weは等価ポテ

ンシャルエネルギーである（着目サイクルの正側と負側の平均）。 

図 4.6.8 より，補強試験体の等価粘性減衰定数は無補強試験体を大きく上回っており，

鋼製デバイス補強により接合部の損傷を抑制し，梁降伏機構を実現することで，より優

れたエネルギー消費特性を獲得できることを確認した。 
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図 4.6.8 両試験体の各サイクル等価粘性減衰定数の比較 

4.7 まとめ 

本研究では，第 3 章の実験結果より明らかとなったせん断補強筋がない外柱梁接合部

の変形機構に基づいて，接合部の破壊を抑制するため，入隅ひび割れの拡幅を抑制する

ことでこれを実現する補強概念を提案した。柱/梁主筋の引張力を接合部を介さずに梁/

柱に伝達する鋼製デバイスを力学的に設計，適用し，補強効果の検証実験を行った。 

1) 本研究の 3 章および既往の研究 3)の知見に基づいて，外柱梁接合部の過大な変形，

破壊を抑制するため，柱梁の入隅部に発生するひび割れの拡幅を抑制することを計画し

た。これを実現する局所的な補強デバイスを設計，試作した。 

2) 試作した補強デバイスを適用した試験体は，梁降伏先行の降伏機構を形成し，大

変形領域まで顕著な耐力低下が生じなかった。補強デバイスが接合部の早期の破壊や破

壊による耐力低下の抑制に有効に作用したことを確認した。 

3) 鋼板の穿孔径がアンカ－の直径より 2mm 程度大きく，補強鋼板とアンカ－間に隙

間があることに起因して，補強デバイスと既存接合部の一体性は早期に喪失され，補強

試験体の接合部にも比較的大きな損傷が発生した。 
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外柱梁接合部の入隅ひび割れの拡幅抑制を目的とする鋼製デバイスの装着により，外

柱梁接合部部分架構の破壊モードを接合部降伏先行型から梁降伏先行型の破壊形式に

変化できることを実験的に確認した。接合部入隅ひび割れの拡幅を抑制することで接合

部の早期の破壊が低減されたが，斜めひび割れの拡幅（接合部変形）は抑制できなかっ

た。これは補強デバイスと既存接合部間の相対変形に起因すると考えられたため，より

一体性が確保され，また，発展途上国においても実用性が高い補強法として，RC 袖壁

を増設する耐震補強法の有効性について次章以降で検討する。 
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5.1 はじめに 

第 4 章で接合部の補強構想として，接合部入隅ひび割れの抑制を提案し，鋼製デバイ

スを設計して外柱梁接合部へ適用し，その検証実験を行った。鋼製デバイスの装着によ

り，梁降伏機構の形成が実現され，提案した補強構想の有効性を確認した。 

前述したように，途上国を中心にせん断補強筋のない柱梁接合部を有する既存 RC 建

物が無数に潜在すると考えられる。途上国のこの種の建物を補強する工法として，コス

ト面や技術面で現実的な補強工法として，既存柱にRC袖壁を増設する工法を提案する。

なお，本研究では直接的に取扱わないが，袖壁補強は研究対象のような細い柱を有する

建物に対して，水平耐力の増大にも寄与するため，接合部および柱の耐力を向上するこ

とで，より確実に梁曲げ降伏機構を形成する合理的な補強方法と判断される。 

本章では，暫定的な設計法より袖壁を設計し，外柱梁接合部へ適用した補強試験体の

実験を行って補強効果を検証する。 

5.2 袖壁の暫定的な補強設計法 

前述した補強概念を提案する袖壁補強に当てはめて図 5.2.1 で説明する。既存接合部

の入隅ひび割れは袖壁に延長すると仮定し，この入隅ひび割れの延長上の袖壁（図 5.2.1

の ebw 範囲内）の引張抵抗のみを考慮し，袖壁のアンカーの引張力（bTay, cTay）により

接合部の抵抗モーメントを向上する補強機構を計画する。ここで，第 4 章の実験結果よ

り，同図のように圧縮側の袖壁も存在する場合，こちらも補強要素として寄与すると予

想されたが，暫定的な補強設計では考慮せず，後述の実験結果に基づいてその効果を明

らかにする。 
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図 5.2.1 袖壁補強の概念 

袖壁を設計するために，以下の通り仮定する。 

(1) 既存接合部の耐力は既知である。本研究の既存部の構造詳細および材料の規格

は第 3 章で示した外柱梁接合部の部分架構試験体と同様であり，既存接合部の耐力と

してその実験値（jMex）を用いる。ただし，実務設計では例えば文献 27)による評価

方法を用いることができる。一方，補強目標とする接合部の耐力は梁降伏時の節点モ

ーメント（jMb，図 5.2.2 参照）とし，既存耐力との差を必要補強量とする。 

MyjMb

 

図 5.2.2 接合部の目標耐力 
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(2) 先述の通り，上下層柱に袖壁を設ける場合，両袖壁が補強要素として同時に機

能すると考えられる。しかし，その寄与率は不明であるため，前述した補強概念に基

づき引張側の袖壁のみで補強量を満たすように設計する。上下層柱に袖壁を設ける場

合は，梁に対して対称に設置する。 

(3) 本研究の試験体では，袖壁の鉄筋と柱/梁のアンカーは水平，鉛直方向で同量と

する。壁筋およびアンカーの引張耐力の重心は袖壁の中心に位置する。 

以上の仮定に基づき，引張側袖壁に必要な縦横筋とアンカー量を算定するための設計

式は式(5.2.1)となる。 

exjbyjacaycabayb MMLTLT                           (5.2.1) 

ここで，bTay/cTay は袖壁と既存梁/柱間に設置するアンカーの降伏引張力，bLa/cLa は

bTay/cTay の作用点と接合部内のひび割れ交点間の距離（図 5.2.1 参照），jMby は梁の袖壁

止端で降伏時の接合部中心モーメント，jMexは既存接合部の耐力である。 

5.3 実験方法 

5.3.1 試験体 

本研究で製作した試験体は図 5.3.1 に示すように，無補強試験体（J2），連層補強試験

体（J2-W2），下層補強試験体（J2-W1）各 1 体で，計 3 体である。無補強試験体並びに

補強試験体の既存部は第 1 章で示した研究対象建物の外柱梁接合部の 3/4 スケール模型

であり，第 3 章で示した外柱梁接合部の部分架構試験体と同様な構造詳細を有する。な

お，無補強試験体 J2 は第 3 章の無補強試験体 J1 と同一の構造詳細を有するが，改めて

製作した別の試験体である。 
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J2 J2-W2 J2-W1
 

図 5.3.1 袖壁補強の検証実験用の試験体 

5.3.2 補強部の設計 

袖壁は 5.2 節の方法に基づき設計した。ただし，本研究では袖壁幅（図 5.2.1 の bw）

を試験体の形状を考慮して以下の通り計画した。具体的には既存接合部の入隅ひび割れ

が図 5.2.1のように引張側袖壁に進展すると仮定すると，袖壁の上縁と点Pで交差する。

そこで，入隅ひび割れの拡幅を抑える引張側袖壁の有効幅を交点 P と上柱の内縁間距離

（ebw），すなわち 328mm とみなした。ただし，後述の配筋の制限などを配慮して，本

研究では袖壁の幅は 340mm とした。壁筋およびアンカーの降伏強度を 295N/mm2 と仮

定すると，式(5.2.1)より，引張側袖壁に必要な縦横筋とアンカー量は水平，鉛直方向に

各 330mm2以上と算定された。日本の耐震改修設計指針 28)により，柱を補強する増設袖

壁の厚さは 小厚さ 200mm であることから，試験体スケールを考慮し 150mm とした。 

図 5.3.2 に補強試験体の形状を示す。壁筋およびアンカーはそれぞれ AIJ の配筋指針

30)，日本建築防災協会の改修設計指針 28)に従って設計し，袖壁と柱の接合面では 5 本の

D13 をシングル配筋し，梁には 7 本の D10 を千鳥配筋した。あと施工アンカーは接着

系頭付き異形鉄筋アンカー（後述の写真 5.3.1(a)参照）を用い，埋込深さは原則として

改修指針 28)を満足するように計画したが，躯体コンクリートのコーン状破壊に対する耐

力を向上させるため，既存側への埋込深さは梁，柱ではそれぞれ 15da，12da（da:アン

カー径）に割増した。また，補強施工ではアンカー部の割裂防止のためにスパイラル筋

（後述の写真 5.3.1(b)参照）を配した。補強部の構造諸元および配筋の詳細を表 5.3.1，

図 5.3.3 にそれぞれ示す。ただし，図 5.3.3 ではスパイラル筋の表示を省略している。 
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図 5.3.2 補強試験体の形状 
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図 5.3.3 補強部の構造詳細 

表 5.3.1 補強部の構造諸元 

壁の長さ 壁の厚さ 梁アンカー 柱アンカー 壁縦筋 壁横筋 スパイラル筋 

340mm 150mm 
7-D10 

(pt=0.98%) 

5-D13 

(pt=0.74%) 

8-D10 

(pt=1.12%) 

10-D10 

(pt=0.83%) 

鉄筋径 Φ6，外径 

90mm ピッチ 40mm 

試験体 J2-W2 では，袖壁を既存部の梁の軸に対して対称に上下層柱に沿って増設し

た。引張側および圧縮側の袖壁（図 5.2.1）の補強効果を分析するため，試験体 J2-W1

では下層柱のみに沿って袖壁を増設した(図 5.3.1 参照)。袖壁は，既存部試験体のコン

クリート打設の 2 週間後，接合面に目荒しを施した上でアンカーを施工し，配筋，コン

クリート打設した。補強部施工の様子は写真 5.3.1(c)～(f)に示す。各試験体に使用した

コンクリート，鉄筋およびアンカー筋の材料試験結果をそれぞれ表 5.3.2，表 5.3.3 に示

す。既存部に使用した材料の特性は研究対象の接合部をほぼ模擬した 3)。 



せん断補強筋のない既存 RC 外柱梁接合部の袖壁補強法に関する研究 

第 5章 袖壁増設による補強法の提案と検証 

- 88 - 

表 5.3.2 コンクリートの材料試験結果(N/mm2) 

試験体 使用箇所 圧縮強度 ヤング係数 割裂強度 

J2 － 20.2 2.55×104 1.9 

J2-W2 
既存部 22.7 2.57×104 2.0 

袖壁 26.9 2.62×104 2.5 

J2-W1 
既存部 22.6 2.64×104 2.1 

袖壁 27.7 2.62×104 2.4 

表 5.3.3 鉄筋の材料試験結果 

種類 使用箇所 
降伏強度

(N/mm2) 

引張強度

(N/mm2) 

ヤング係数

(N/mm2) 

降伏ひず

み(μ) 

D16 柱/梁主筋 373 529 1.75×105 2132 

Φ9 柱/梁補強筋 344 455 1.78×105 1927 

D10 梁アンカー，壁筋 380 554 1.68×105 2262 

D13 柱アンカー 361 523 1.65×105 2189 

 

(a) 異形鉄筋アンカー 

 

(b) スパイラル筋 
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(c) 接合面の目荒し，アンカー穴 

 

(d) アンカーの設置 

 

(e) 壁筋配筋 

梁 柱 
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(f) コンクリート打設 

写真 5.3.1 アンカー，スパイラル筋および補強部製作の様子 

5.3.3 あと施工アンカーの耐力の検討 

前述の通りアンカー筋の量は式(5.2.1)を満足するように算定した。耐震改修指針 28)

により，図 5.3.4 に示すように，接着系アンカーの引張耐力として素材の降伏，付着破

壊および躯体コンクリートのコーン状破壊に対する強度を考慮する必要がある。アンカ

ーの 1 本当りの引張耐力は式(5.3.1)～式(5.3.6)28)より計算した。 

付着破壊 素材破断コーン状破壊
 

図 5.3.4 付着系あと施工アンカーの破壊形式 
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[素材降伏に対する耐力] 

01 aT ya                                           (5.3.1) 

[躯体コンクリートのコーン状破壊に対する耐力] 

cBa AT  23.02                                     (5.3.2) 

[付着破壊に対する耐力] 

eaaa ldT  3                                     (5.3.3) 

)21/(10 Ba                                       (5.3.4) 

ae dll                                            (5.3.5) 

[アンカーの引張耐力] 

 321 ,,min aaaa TTTT                                   (5.3.6) 

ここで，σyはアンカー筋の材料降伏強度，a0はアンカー筋の公称断面積，σBはコンク

リート圧縮強度，Acはアンカーの躯体コンクリートのコーン状破壊面への水平投影面積，

τaはアンカーの付着強度，daはアンカー筋の公称直径，leはアンカーの有効埋込長さ，l

はアンカーの埋込長さである。 

文献 31)より，アンカーの素材降伏に対するその引張耐力の評価では，式(5.3.7)より

アンカーに作用するせん断力の影響を考慮する必要がある。ここで，柱/梁アンカー群

はそれぞれ梁が袖壁止端で降伏する際の梁せん断力（図 5.3.5 の Vb）/柱せん断力（図

5.3.5 の Vc）を受ける。 

1
3/53/5



















uu q

q

p

p
                                (5.3.7) 

ここで，p：引張耐力，q：せん断力，pu：せん断力が作用しない場合の引張耐力，qu：

引張力が作用しない場合のせん断耐力である。 
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式(5.3.1)～式(5.3.7)より求められたアンカー1 本あたりの引張耐力に柱/梁に設置す

る本数を乗じると，柱/梁アンカー群の引張耐力が求められる。ただし，近接するアン

カー同士の水平投影面積の重複による低減を考慮した。結果的に柱梁ともにアンカー群

の引張耐力は素材の降伏強度で 小となり，図 5.3.5 に示す通りである。なお，これら

による接合部中心に対するモーメントの和（アンカーの引張力による接合部抵抗モーメ

ントの増分，式(5.2.1)参照）も同図に示す。本研究の試験体では式(5.2.1)の右辺は，後

述の表 5.3.4 より，jMby-jMex=164-89=75kN.m である。従って，図 5.3.5 のモーメント増分

（102kN.m）は同式を満たす。 

O

bTay

Vc

Vb
316

48
6

cTay

 

bTay：梁アンカー群の引っ張り耐力，90kN 

cTay：柱アンカー群の引っ張り耐力，152kN 

bTay，cTayより接合部中心“O”でのモーメント

の和：102kN.m 

図 5.3.5 柱/梁アンカー群の引張耐力 

5.3.4 試験体の耐力評価 

表 5.3.4 では，既存架構の柱，梁耐力の文献 8)，接合部のせん断耐力の文献 1)に基づ

く計算値，および接合部の曲げ耐力の第 3 章の試験体の実験値をまとめている。なお，

各耐力を節点モーメント（Mj）に換算した結果も同表に示す。ただし，柱の耐力算定で

は軸力を考慮せず（後掲の図 5.3.6 より，本実験では下層柱（図中は左柱）に梁せん断

力に相当する変動軸力が生じるが，この影響は小さいため同表では無視した値を掲載し

た），外柱梁接合部のせん断耐力（Vju，表 5.3.4 の 278kN，式(1.4.1)より）の換算につい

て，第 3 章で示した式(3.3.3)の節点モーメントとの関係式より計算する。表 5.3.4 の網

掛け部より，既存架構では，接合部の曲げ耐力が 小となり，接合部破壊先行型の試験

体である。なお，接合部の耐力余裕度（接合部曲げ耐力/梁の曲げ耐力時節点モーメン
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ト）は 0.63（=89/142）であり，柱，梁曲げ強度比は 1.25（=178/142）である。 

袖壁を増設した補強試験体では，袖壁止端での梁曲げ降伏を仮想した場合の節点モー

メント（表 5.3.4 の 164kN.m）が耐力の 小値である。接合部の曲げ耐力は無補強試験

体の 大耐力（89kN.m）と 5.3.3 節で計算した補強部によるモーメント増分（図 5.3.5

の 102kN.m）の和（表 5.3.4 の 191kN.m）であり，接合部曲げ耐力が梁降伏時耐力を上

回ることを確認できる。一方，袖壁を考慮した柱の耐力は表 5.3.4 に掲載していないが，

袖壁を無視した既存柱の耐力が梁の耐力を上回っている。また，袖壁を増設した柱梁架

構の接合部せん断耐力について，その算定法の一義的な解釈は未確立と認識するため，

同表では文献 1)の方法を準用し，柱せいを袖壁付き柱せいと読み替えた場合の数値を

掲載した。その結果，補強試験体では，梁の曲げ耐力が 小となり，梁曲げ降伏先行型

破壊となることが期待される。 

表 5.3.4 試験体の耐力評価 

 
梁 柱 接合部 

曲げ せん断 曲げ せん断 せん断 曲げ 

耐力 
134kN.m (Mby) 

[54kN] 

169 

kN 

71kN.m 

[79kN] 

107 

kN 

278kN 

(Vju) 

89kN.m 

(jMex) 

Mj 

(kN.m) 

無補強試験体 142 
443 178 241 

124 89 

補強試験体 164 351 191 

※[ ]の数値は柱梁の曲げ降伏時のせん断力換算値である。 

5.3.5 載荷方法および計測方法 

載荷は第 2 章で開発した実験法で静的正負交番繰り返し載荷を行う。なお，軸力は載

荷しない計画とする。載荷装置を図 5.3.6 に示す。下層補強試験体の設置の様子を写真

5.3.2 に示す。載荷プログラムも第 3 章，4 章の実験と同様であり，図 5.3.7 に示す通り

である。 

接合部の変形挙動および袖壁と既存部間の相対変位を計測するため，図 5.3.8 に示す

変位計計画とする。図 5.3.9 に歪ゲージの貼付け位置を示す。 
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図 5.3.6 実験設置（J2-W1） 

 

写真 5.3.2 試験体設置（J2-W1）の様子 
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図 5.3.7 載荷プログラム 

A

D11

D12 D10

D9

D6 D5

D8
D18

D7
D17

D14D16

D20

D1D2

D26

D25D21

D22

D23
D24

D19

D13D3D4D15

無補強および補強試験体の共通変位計 補強試験体の追加変位計

制御変位

梁の変形角

片側矢印：絶対変位　　両側矢印：相対変位  

図 5.3.8 変位計計画 
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既存部並びに無補強試験体のゲージ 柱アンカーのゲージ

壁筋のゲージ 梁アンカーのゲージ
接合部周り想定ひび割れ

 

図 5.3.9 鉄筋歪みゲージ貼付け位置 

5.4 実験結果 

5.4.1 荷重変形関係と破壊経過 

各試験体の接合部モーメント-梁変形角関係をそれぞれ図 5.4.1～図 5.4.3 に示す。接

合部モーメントは柱端ロードセルにより計測したせん断力と柱両端ピン中心間距離の

積として求めた。梁変形角の定義は図 5.3.8 に示す。なお，試験体の 大耐力，計算耐

力，主な破壊イベントも同図に示す。ここで，各試験体の計算耐力は，5.3.4 節で示し

た方法で梁降伏（無補強試験体は柱フェイス位置，補強試験体は袖壁止端位置，図 5.2.2

参照）と仮定した計算耐力，接合部のせん断終局強度を接合部モーメントに換算した値
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を示す。なお，補強試験体の接合部のせん断終局強度について，5.3.4 節で記述したよ

うに，柱せいを袖壁付き柱せいと読み替えて算出した。ただし，その算定結果（±

351kN.m）は，図 5.4.2，図 5.4.3 に示す補強試験体の 大耐力および梁降伏時計算耐力

を大幅に上回ったため，同図中には示されていない。 
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図 5.4.1 無補強試験体の接合部モーメント-梁変形角関係 
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図 5.4.2 連層補強試験体の接合部モーメント-梁変形角関係 
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図 5.4.3 下層補強試験体の接合部モーメント-梁変形角関係 
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(1) 無補強試験体：J2 

R=1/800rad.のサイクルで接合部に入隅ひび割れが発生し，続いて柱，梁に曲げひび割

れが発生した。R=1/200 のサイクルで接合部に斜めひび割れが発生し，柱の外側主筋に

沿って進展した（図 5.4.4 参照）。R=1/67 で正負側ともに 大耐力を記録した。R=1/25

のサイクルで柱の外側主筋に沿って進展した接合部の斜めひび割れが柱の外面に貫通

し，接合部内の柱主筋の座屈が目視で確認された。R=1/17 のサイクルの正載荷で，接

合部コンクリートが大きく剥落し，載荷を終了した。試験体の損傷は接合部に集中した。

図 5.4.4 に R=1/200 のサイクル（接合部斜めひび割れ発生）終了時，R=1/67 のサイクル

（ 大耐力記録）終了時，実験後において，試験体のひび割れ状況を示す。なお，以降

のひび割れ図にピンク色で示すひび割れは負載荷時に生じたひび割れである。写真 5.4.1

に載荷終了時における試験体の破壊の様子を示す。 

R=1/200サイクル終了時

正

負

正

負

R=1/67サイクル終了時  
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実験終了時

正

負

 

図 5.4.4 無補強試験体のひび割れ状況 

   

       (a) 全体写真                          (b) 接合部拡大写真 

写真 5.4.1 無補強試験体の載荷終了時の損傷状況 
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(2) 連層補強試験体：J2-W2 

R=1/800rad.のサイクルで梁の袖壁止端付近の位置で曲げひび割れが発生し，続いて梁

と引張側袖壁の境界面でひび割れ（肌離れ）が発生した。R=1/400 のサイクルで既存架

構の接合部に入隅ひび割れが生じた。R=1/200 のサイクルの正載荷で梁の 1 本目アンカ

ーが降伏し（図 5.4.5，ABL1），袖壁が取り付く梁（梁の袖壁が接続する領域）にせん

断ひび割れが発生した。R=1/133 のサイクルで梁主筋が図 5.4.5 に示す位置（BU4，BL4)

で降伏し，既存架構の接合部に斜めひび割れが発生した。R=1/50 のサイクルで写真 5.4.2

に示すように，袖壁の圧壊が生じた。その後，R=-1/33 で負側 大耐力，R=+1/25 で正

側 大耐力をそれぞれ記録した。R=1/25 サイクルの載荷終了時，梁主筋が露出し，そ

の座屈が目視で確認された。また，同サイクルで写真 5.4.3 に示すように，梁補強筋の

90°フックが開いた。R=1/17 のサイクルの正載荷で，載荷終了とした。試験体の損傷

は梁の袖壁止端部に集中した。一方，袖壁に大きな損傷は生じなかった。図 5.4.6 に試

験体のひび割れ状況，写真 5.4.4 に 終破壊の様子をそれぞれ示す。 

BU4

BL4

ABL1

正

負

 

図 5.4.5 鉄筋の降伏位置および破壊状況(1/133 サイクル載荷終了時) 
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R=1/200サイクル終了時

正

負

正

負

R=1/67サイクル終了時  

実験終了時

正

負

 

図 5.4.6 連層補強試験体のひび割れ状況 
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写真 5.4.2 袖壁圧壊の様子（1/50 サイクル），左は写真の位置を示す 
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写真 5.4.3 梁補強筋のフックが開いた様子（1/25 サイクル），左は写真の位置を示す 

 

写真 5.4.4 連層補強試験体の載荷終了時の損傷状況 
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 (3) 下層補強試験体：J2-W1 

正載荷（袖壁が引張側）時は，R=1/800rad.のサイクルで上層柱に曲げひび割れ，梁と

袖壁の境界面にひび割れ（肌離れ）が順に発生した。R=1/400 のサイクルで既存架構の

接合部に入隅ひび割れが発生した。続いて R=1/133 のサイクルで接合部に斜めひび割れ

が発生し，梁の 1 本目アンカー（図 5.4.7，ABL1）が降伏した。R=1/100 のサイクルで

梁の 3 本目アンカー（図 5.4.7，ABL3），梁主筋が 1 本目アンカー位置（図 5.4.7，BL4）

で順に降伏した。同サイクルで梁アンカーの埋込深さ位置で躯体コンクリートのコーン

状破壊に起因すると判断されるひび割れが発生した（図 5.4.8 中の①）。R=1/67 で 大

耐力が記録された。R=1/17 のサイクルで接合部内の柱主筋が露出し，座屈が確認され

た。 

負載荷（袖壁が圧縮側）時は，R=1/800rad.のサイクルで既存架構の接合部に入隅ひび

割れが発生した。R=1/200 のサイクルで既存梁の接合部から袖壁止端にかけて曲げせん

断ひび割れが発生した。R=1/133 のサイクルで既存架構の接合部に斜めひび割れが発生

した。R=1/100 のサイクルで，梁主筋が袖壁止端位置で降伏した（図 5.4.7，BU5）。R=1/67

で 大耐力が記録された。R=1/50 のサイクルで，袖壁に柱と約 45oの方向にひび割れ（図

5.4.8 中の②）が発生した。R=1/33 のサイクルで，袖壁の圧壊が生じた（写真 5.4.2 と同

様の位置）。負載荷時試験体の耐力は正載荷時と大きく相違し，破壊性状も非対称であ

った。写真 5.4.5 に試験体の 終破壊状況を示す。 
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図 5.4.7 鉄筋の降伏位置および破壊状況(1/100 サイクル載荷終了時) 

R=1/200サイクル終了時

正

負
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R=1/67サイクル終了時
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実験終了時

②

正

負

 

図 5.4.8 下層補強試験体のひび割れ状況 

 

写真 5.4.5 下層補強試験体の 終破壊状況 
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5.4.2 袖壁と既存梁間境界面での挙動 

(1) 引張側袖壁と既存梁境界ひび割れ幅の推移 

写真 5.4.6 に示すように，引張側袖壁と既存梁境界でひび割れ（肌離れ）が発生し，

拡幅した。図 5.4.9 に両補強試験体の各サイクルピーク時のひび割れ幅の推移を示す。

なお，同図(c)に連層補強試験体と下層補強試験体の正載荷時の比較を示す。下層補強試

験体の境界面でのひび割れ幅が連層補強試験体を上回る傾向が見られる。 

正

    

写真 5.4.6 袖壁と既存梁の境界面でのひび割れ（J2-W1，R=+1/67），左は写真の位置 
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(a) 連層補強試験体の正載荷時 
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(b) 連層補強試験体の負載荷時 
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(c) 両補強試験体の正載荷時の比較 

図 5.4.9 袖壁と既存梁の境界面でのひび割れ幅の推移，左はひび割れの位置 

(2) 引張側袖壁と既存梁の相対的な離間変位の推移 

図 5.3.8 に示した変位計 D21，D25 より計測された引張側袖壁と既存梁の相対的な離

間変位の各試験体の 大耐力まで各サイクルピーク時の推移を図 5.4.10 に示す。 
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(a) 連層補強試験体の正載荷時（図 5.3.8 の D21 より） 
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(b) 連層補強試験体の負載荷時（図 5.3.8 の D25 より） 
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(c) 下層補強試験体の正載荷時（図 5.3.8 の D21 より） 

図 5.4.10 袖壁と既存梁の相対的な離間変位の推移，左は計測位置 
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図 5.4.10 より，載荷の進行に伴い，引張側袖壁と既存梁の相対離間変位が大きくなる

傾向があり，下層補強試験体のほうが連層補強試験体より大きいことを確認した。これ

らの変位は主に前述した袖壁と既存梁の境界面でのひび割れ拡幅によるものと考える。 

(3) 圧縮側袖壁と既存梁境界の相対圧縮変位 

図 5.3.8 に示した変位計 D21，D25 より計測された圧縮側袖壁と既存梁の相対的な圧

縮変位の各試験体の 大耐力まで各サイクルピーク時の推移を図 5.4.11 に示す。 
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(a) J2-W2 正載荷方向（図 5.3.8 の D25 より） 
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(b) J2-W2 負載荷方向（図 5.3.8 の D21 より） 
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(c) J2-W1 負載荷方向（図 5.3.8 の D21 より） 

図 5.4.11 圧縮側袖壁と既存梁の相対圧縮変位，左は計測位置 

図 5.4.11 より，載荷の進行に伴い，圧縮側袖壁と既存梁の相対圧縮変位が大きくなる

傾向が見られる。圧縮変位が袖壁の圧縮ひずみにより生じたと考えると，圧縮側袖壁と

既存梁間の圧縮力伝達が載荷の進行に伴い，大きくなったと推定される。 

(4) 圧縮側梁アンカーのひずみ度 

圧縮側袖壁の梁アンカーのひずみより，袖壁と既存梁間圧縮力の変化の傾向を推察す

る。図 5.4.12 に圧縮側袖壁の 1 本目アンカーが降伏する前の各サイクルの圧縮側袖壁の

梁アンカーのひずみを示す。なお，同図の左に着目するアンカー（黒色のアンカー）を

示す。 
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(a) 連層補強試験体の正載荷時 
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(b) 連層補強試験体の負載荷時 
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(c) 下層補強試験体の負載荷時 

図 5.4.12 圧縮側袖壁の梁アンカーのひずみ分布 

図 5.4.12 より，圧縮側袖壁の梁アンカーの圧縮ひずみが袖壁止端に近いほど大きいこ

とを確認できる。また，載荷の進行に伴い，アンカーのひずみが大きくなることにより，

袖壁と既存梁間の圧縮応力が大きくなったと推察される。また，同図の(b)，(c)より，

下層補強試験体のアンカーのひずみは連層補強試験体を大きく上回ったことが確認で

きる。 

5.4.3 耐力および破壊機構 

図 5.4.1 に示すように，無補強試験体 J2 の 大耐力（+106/-100kN.m）は，第 3 章の

同一構造詳細の試験体 J1 の接合部耐力を 1 割程度上回ったものの，梁曲げ降伏時の耐

力および接合部のせん断終局強度を大きく下回った。損傷は接合部に集中し，接合部破
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壊先行型の破壊性状を呈した。 

連層補強試験体 J2-W2 の 大耐力は正負側ともに無補強試験体の 1.8 倍程度となり，

梁の曲げ降伏時耐力（表 5.3.4 参照）を上回った。 大耐力に到達前に梁主筋が降伏し(図

5.4.5 参照)，損傷が梁の袖壁止端に集中した結果を含め，梁曲げ降伏先行型の破壊機構

が形成されたことを裏付けている。 

下層補強試験体 J2-W1 について，袖壁が圧縮される場合の 大耐力は J2-W2 と同じ

く 80%程度向上し，袖壁止端での梁降伏時耐力を上回った。一方，袖壁が引張られる場

合の 大耐力は 40%程度向上し，既存架構の梁端降伏時の曲げ耐力を上回ったが，袖壁

止端降伏時の耐力を 10%程度下回った。図 5.4.13には梁の 1本目アンカーが降伏する（図

5.4.7 参照）までのサイクルのピーク時における梁アンカー筋の応力分布を示す。袖壁

が引張側のとき， 大耐力が限定的な向上に留まった原因として，補強設計ではアンカ

ー群が同時に引張強度を発現すると仮定したが，実際には袖壁外端のアンカーは引張強

度を発現したものの内側のアンカーほど引張応力が小さく不均一であった結果，袖壁止

端で梁降伏に至る前に引張応力負担が大きいアンカー付近から躯体コンクリートが図

5.4.8 に示すようなコーン状破壊し始め，設計で想定した引張強度（図 5.3.5）が得られ

なかったためと考えられる。 
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図 5.4.13 下層補強試験体の梁アンカーの応力分布（左図の黒色のアンカー） 

5.4.4 変形性能 

試験体の耐力が 大耐力の 80%まで低下する際の変形角を限界変形角として定義し，

図 5.4.14 に各試験体性能（図 5.4.1～図 5.4.3）の包絡線で比較した結果を示す。なお，
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連層補強試験体の負載荷方向では，載荷終了まで耐力は 80%まで低下しなかったため，

その限界変形角は載荷終了時の R=4%rad.以上である。連層補強試験体の変形性能は無

補強試験体並びに下層補強試験体よりも大きく向上した。下層補強試験体も無補強試験

体よりとくに負側で 30%以上の高い変形性能を示したが，袖壁止端の梁降伏が形成され

なかった正側の変形性能の向上は限定的であった。連層補強試験体の変形性能は下層補

強試験体を正側で約 1.4 倍上回った。袖壁補強により接合部破壊を抑制することで架構

の変形性能が向上することを確認した。 
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図 5.4.14 各試験体の変形性能の比較 

5.4.5 履歴減衰 

4.6.4 節で示した方法で本実験の全試験体の各サイクルの等価粘性減衰定数 heqを計算

する。ここで，連層補強試験体の梁主筋が降伏した R=1/133 サイクル後の各サイクルの

結果を，正および負載荷別に比較して図 5.4.15 に示す。 
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(a) 正載荷 

0.25

0.20

0.15

0.10

0.05

0.00

h eq

0

梁変形角 (rad.)

J2-W2
J2-W1
J2

-1
/1

00

-1
/6

7

-1
/5

0

-1
/3

3

-1
/2

5

-1
/1

33

 

(b) 負載荷 

図 5.4.15 各試験の等価粘性減衰定数 

図 5.4.15 より，2 体の補強試験体の等価粘性減衰定数が無補強試験体よりともに向上

した。下層補強試験体では，袖壁が引っ張られる正載荷では平均的に 4 割程度向上，負

載荷では 3 割程度向上した。連層補強試験体では，正負側ともに無補強試験体の 2 倍以

上となった。各試験体の履歴減衰の比較により，補強によりエネルギー吸収特性が向上

する効果を確認した。 
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5.5 接合部の終局モーメントの算定 

本論の実験結果を表 5.3.4（124kN.m）と比較すると，現行の日本の指針式 1)ではせん

断補強筋がない柱梁接合部の耐力を正しく評価できないことを確認できる。一方，文献

27)では外柱梁接合部の構造詳細を考慮し，終局抵抗モーメントの算定方法が示されて

いる。そこで，本稿の無補強試験体の曲げ耐力を同文献の方法で算定した結果をまとめ

る。 

接合部の仮想ひび割れ面上の応力を図 5.5.1 に示す。左図は外力およびコンクリート

の応力，右図は鉄筋の応力を示す。ただし，図 5.5.1 中の C3x，C3yは応力負担がないも

のと仮定されている。筆者らの実験でも C3x，C3yの位置におけるひび割れは 大耐力時

に閉じていなかったため，同仮定を採用した。よって，上柱，下柱それぞれについての

水平，鉛直方向の力の釣り合いから，鉄筋の応力および外力でコンクリートの応力が表

せる。コンクリートおよび鉄筋の応力の接合部中心に対するモーメントの和を接合部の

抵抗モーメントとし，材料の降伏条件を用いて終局モーメントを算定する。ここで，鉄

筋とコンクリートの降伏条件によって４つの変形機構が想定され，それらの 小値が接

合部の終局モーメントとして得られる。 

この算定法を本実験の無補強試験体 J2 に適用し，終局モーメントを算定した。ただ

し，本研究で用いた試験体では梁主筋の折曲げ余長は短いため，折り曲げ部の引張力（図

5.5.1 の Tah，Tav）は 0 とした。その結果，変形機構Ⅰが 小となり，正載荷方向では

+101.2kN.m，負載荷方向では-100.3kN.m となった。実験値（+106/-100kN.m）と概ね一

致しており，本算定法により，せん断補強筋のないト形接合部の耐力を評価できること

を確認した。 
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(a) 外力およびコンクリートの応力          (b) 鉄筋の応力 

図 5.5.1 接合部仮想断面上の応力 27) 

5.6 まとめ 

第 5 章では，外柱梁接合部の袖壁増設補強法を提案し，補強の有無ならびに補強量（梁

の上下層または下層）をパラメータとする検証実験を行い，以下の知見が得られた。 

(1) 無補強試験体では， 大耐力は梁の曲げ降伏時耐力を大きく下回った。損傷が接合

部に集中し，接合部破壊先行型破壊モードとなった。 

(2) 連層補強試験体では，梁降伏が先行し，損傷は梁端部に集中した。袖壁補強により，

架構の破壊モードが接合部破壊先行型から梁曲げ降伏先行型に変化した。変形性能

が無補強試験体より大幅に向上した。 

(3) 下層補強試験体では，袖壁が圧縮側となる負載荷時，袖壁止端での梁降伏機構を形

成した。一方，正載荷時，梁の曲げ降伏機構の形成は確認できなかった。 

(4) 袖壁と既存梁の境界面における挙動を分析し，載荷の進行に伴い，引張側袖壁と既

存梁間の境界面ひび割れ幅すなわち引張力伝達と，圧縮側袖壁と既存梁間の圧縮力

伝達がともに上昇することを確認した。 
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(5) 文献 27)の方法でせん断補強筋がない外柱梁接合部の終局モーメントを評価できる

ことを確認した。 

外柱梁接合部を補強する袖壁の暫定的な設計では，引張側袖壁のアンカーの引張力で

接合部の抵抗モーメントを向上する概念を用いたが，結果的には圧縮側袖壁が補強に有

意に作用したことを踏まえ，外柱梁接合部の補強設計では，両側袖壁の補強効果を同時

に考慮する設計法の提案が必要である。 
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6.1 はじめに 

第 5 章では，途上国のせん断補強筋のない外柱梁接合部の補強法として，袖壁増設工

法を提案し，検証実験を行った。下層補強試験体では，袖壁が圧縮側となる負載荷時の

大耐力および変形性能がともに正載荷時より優れた耐震性能が示されており，袖壁の

引張力負担のみを期待した暫定的な補強設計法の見直しが必要である。本章では，引張

側袖壁のアンカー引張力と圧縮側袖壁の支圧力がともに接合部の補強に寄与する機構

をモデル化する。 

6.2 補強機構の提案 

第 5 章の実験より，補強試験体の袖壁と既存梁の境界面での挙動を以下にまとめる。

載荷の進行に伴い， 

 引張側袖壁と既存梁間に取りつけた変位計による相対的な離間量およびひび割

れ幅，梁アンカーの引張ひずみ度が大きくなる。また，接合部から遠いほどひび

割れ幅，梁アンカーの引張ひずみ度が大きい。すなわち，ひび割れ幅は袖壁止端

位置で 大であり，梁と袖壁間のアンカーの負担応力は 外縁のアンカーが 大

である。 

 圧縮側袖壁と既存梁間に取りつけた変位計による相対的な圧縮変位，梁アンカー

の圧縮ひずみが大きくなる。接合部から遠いほど梁アンカーの圧縮力負担が大き

くなる。 

以上の実験で観察された現象より，袖壁と既存梁間には，図 6.2.1 に示すように，引

張側袖壁に設置した梁アンカーの引張力と圧縮側袖壁の支圧力が存在すると推定され

る。ここでは，その引張力と支圧力を考慮した補強機構を提案する。 
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支圧力

引張力

引張側袖壁

圧縮側袖壁

 

図 6.2.1 袖壁と既存梁の境界面で力の伝達 

図 6.2.2 に無補強外柱梁接合部の各部材の地震力によるモーメント分布を示す。ただ

し，上/下層柱の長さは等しく（Lc），反曲点は部材中央にあると仮定する。Mc/Mbは部

材危険断面でのモーメント，jMc/jMb は Mc/Mb を接合部中心の節点モーメントに換算し

たものである。架構の耐力 Mfyおよび破壊モードは式(6.2.1)で評価される。 

Vc

Vc

Vb
jMb

jMc

Mc

Lb/2

Lc

Mc

jMc

Mb

 

図 6.2.2 無補強外柱梁接合部のモーメント分布 
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 *,,min jbyjcyjfy MMM2M                               (6.2.1) 

bc

c
cycyj dL

L
MM


                                    (6.2.2) 

cb

b
bybyj dL

L
MM


                                   (6.2.3) 

ここで，jMcy/jMbyは図 6.2.2 の Mc/Mbとして部材の曲げ強度(Mcy/Mby，表 5.3.4 参照)

を代入し節点モーメントに置換した値であり，それぞれ式(6.2.2),(6.2.3)より計算される。

db/dcは梁/柱のせいである。Mj*は接合部の終局モーメントであり，5.5 節で示した文献

27)の方法により計算する。前述した無補強試験体 J2 では，Mj*が 小となり，接合部

破壊が先行したと解釈できる。 

図 6.2.3 に袖壁増設による補強を施した架構のモーメント分布を示す。なお，ここで

は試験体の破壊機構と整合させて，補強により梁降伏する場合について例示する。 

Vc'

Vc'

Vb'Tl

Mby
jMby'

lCu 袖壁止端

Lw

jMc'

Mc'

jMby''

lTl

Cu

 

図 6.2.3 外柱梁接合部袖壁補強機構 

梁が袖壁止端で降伏する場合に，梁と袖壁境界の応力伝達（図中の上層袖壁の圧縮力

Cu と下層袖壁の引張力 Tl）を無視すると，節点モーメント jMby’は式(6.2.3)と同様に式

(6.2.4)より評価される。ここで，実際には梁と袖壁境界に図 6.2.1 に示す応力伝達が生

じるため，これらの応力を簡便に評価する。本研究の試験体は上下層柱のモーメント分

布は点対称であるため，式(6.2.4)の jMby’を用いて袖壁付き柱端部のモーメント Mc’は式

(6.2.5)より得られ，これを同断面に作用する 1 組の偶力との釣り合い（上層袖壁付き柱
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の断面に作用する引張応力 Tuまたは圧縮応力 Cuと応力中心間長さ juの積，下層袖壁付

き柱の断面に作用する引張応力 Tl または圧縮応力 Cl と応力中心間長さ jl の積）として

表現すると式(6.2.6)の通りである（同式では，簡便に概念を解説するため，下層柱の変

動軸力は無視して表現した）。式(6.2.6)の Cu，Tl が袖壁の梁に作用する支圧力と引張力

に相当するため，式(6.2.4)の jMby’は式(6.2.7)の jMby”に修正され，すなわち，既存接合部

の負担する節点モーメントの割合が袖壁からの支圧力，引張力により減少する。以下で

はこうして得られる jMby”を既存接合部負担モーメントと呼称する。 

wb

b
bybyj L2L

L
MM


'                                  (6.2.4) 

c

bc
byjc L

dL
M

2

1
M


 ''                                   (6.2.5) 

lllluuuuc jCjTjCjTM '                        (6.2.6) 

TllCuubyjbyj lTlCMM  '"                              (6.2.7) 

袖壁を設計するため，既存接合部負担モーメント jMby”が式(6.2.8a)を満足し既存架構

接合部の終局モーメント Mj*を下回る場合に接合部破壊が防止されると考える。また，

式(6.2.8a)は式(6.2.8b)に置き換わり，同式の右辺を補強した接合部の曲げ耐力（Mrj
*）と

して，式 6.2.9 のように定義する。補強架構の耐力 Mrfyおよび破壊モードを式(6.2.1)と同

様に表記すると，式(6.2.10)のように表現される。 

 jbyj MM "                                         (6.2.8a) 

TllCuujbyj lTlCMM  '                             (6.2.8b) 

TllCuujrj lTlCMM                              (6.2.9) 

 *※ ,',2min rjbyjcyjrfy MMMM                          (6.2.10) 

※5.3 節と同様に本試験体は袖壁を無視した既存柱の耐力（2jMcy）が梁の耐力（jMby’）

を上回るため袖壁を無視した表記とした。 

 



せん断補強筋のない既存 RC 外柱梁接合部の袖壁補強法に関する研究 

第 6章 袖壁増設による接合部補強機構 

- 126 - 

6.3 解析による C/T の算定法および既存梁モーメント分布の推定 

式(6.2.7)より既存接合部負担モーメントもしくは式(6.2.9)より補強した接合部の耐

力を求めるため，袖壁の支圧力 C および引張力 T およびそれぞれの接合部芯との距離

lC，lT の算定が必要となる。ここで，その理論的な算定法について，連層補強試験体を

例に説明する。 

正載荷時，図 6.2.3 に示すように，上層袖壁が圧縮され，下層袖壁が引っ張られる。

なお，実験時に上層柱（図 5.3.6 の右側柱）の端部はローラー支承であり，柱に変動軸

力は生じない。一方，下層柱（図 5.3.6 の左側柱）の端部はピン支承であり，柱に梁せ

ん断力 Vb'に相当する変動軸力（正載荷では引張，負載荷では圧縮）が生じる。梁の袖

壁止端降伏時における上/下層袖壁付き柱の危険断面のモーメント（図 6.2.3 に Mc’）を

式(6.2.5)より求め，断面の平面保持に基づく応力解析を行った。ここで，図 6.2.1 に示

すように，梁の変形が生じる場合，厳密には平面保持が成立しない可能性があるが，代

替手段が考えにくいため，ここでは平面保持を仮定し，その仮定の是非については実験

結果との比較を通じて本章の中で検証する。解析では材料特性をコンクリートは弾性，

鉄筋は表 5.3.3 の降伏強度を有するバイリニア型に置換し，下層柱に対しては上記の通

り変動軸力を考慮した。上/下層袖壁付き柱の応力解析結果を図 6.3.1(a)に示す。圧縮側

袖壁の支圧力 Cc，圧縮側/引張側袖壁各アンカーの圧縮力 Csi/引張力 Tsi，および中立軸

深さ xnが同図の通り求められた。 

既存接合部負担モーメント jMby”は式(6.3.1)の通り算定され，5.5 節で求めた既存架構

接合部の終局モーメント Mj*（101.2kN.m）を下回り，式(6.2.8a)を満足することを確認

できる。 

  mkNlTlClCMM
i

tisi
i

cisiccbyjbyj .64)('"
7

1

5

1
 





      (6.3.1) 

同様に，補強した接合部の耐力 Mrj
*を式(6.3.2)の通り算定され，梁が袖壁止端で降伏

すると仮定した節点モーメントを jMby’（表 5.3.4，164kN.m）上回り，式(6.2.8b)を満足

することを確認できる。 

  mkNlTlClCMM
i

tisi
i

cisiccjrj .202)(
7

1

5

1
 





        (6.3.2) 
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32
n

w
c

c
x

l
d

l                                       (6.3.3) 

ここで，lcは圧縮側袖壁のコンクリート支圧力の重心と接合部中心間距離であり，式

(6.3.3)より求める。lci/ltiは圧縮側/引張側袖壁の i 本目アンカーと接合部中心間距離，dc

は既存柱のせい，lw は袖壁の長さである。他の記号は前述，または図 6.3.1 に参考され

たい。 

また，式(6.2.10)より，補強試験体の耐力および破壊モードは式(6.3.4)の通りである。

第 5 章で示した連層補強試験体の実験結果と一致する。 

    mkNMMMM rjbyjcyjrfy .164202,164,178min,',2min *※        (6.3.4) 

コンクリートの支圧力 Ccとアンカーの圧縮力 Csi/引張力 Tsiの効果を考慮して，既存

梁のモーメント分布を式(6.3.5)より評価すると図 6.3.1(b)が得られる。 
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ここで，m/n：検討する x（接合部中心からの距離）位置と袖壁止端間圧縮/引張側梁

アンカーの本数，lt1：1 本目アンカーと接合部中心間距離（図 6.3.1(b)）で，430mm で

ある。Lbは図 6.2.2，Vb’は図 6.2.3，他の記号は図 6.3.1 を参考にされたい。 
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引張側袖壁の梁アンカーの引張力Tsiによる低減

圧縮側袖壁のコンクリート/アンカーの支圧力Cc /Csiによる低減

既存梁の残留モーメント  

(a) 袖壁付きの上/下柱の曲げ解析結果        (b) 既存梁のモーメント分布 

図 6.3.1 袖壁付き上/下柱に対する断面解析および梁の袖壁止端で降伏時のモーメント

分布 

式(6.3.1)に基づいて，連層補強試験体の既存接合部負担モーメント jMb”を算定する。

算定の方法について，図 5.4.1 に示す接合部モーメントの実験値を用いて式(6.2.5)より

袖壁付き柱の危険断面でのモーメント Mc’を求め，断面解析により Cc，Csi，Tsiを算定し

式(6.3.1)に代入する。図 6.3.2 では各試験体が 大耐力を記録するまでの各サイクルの

ピーク時の既存接合部負担モーメント jMb’’ならびに全節点モーメント jMb’（接合部モー

メントの実験値）を示す。なお，同図には先述の 5.5 節より算定された接合部の終局モ

ーメントを併せて示す。 
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(a) 連層補強試験体 
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(b) 下層補強試験体 

図 6.3.2 既存接合部負担モーメント 

連層補強試験体 J2-W2 では終始 jMb’’が接合部耐力を大幅に下回っている。下層補強

試験体 J2-W1 では袖壁が引っ張られる正方向と圧縮される負方向ともに jMb”の 大値

は接合部耐力と同程度であり，載荷方向に対して有意な差が見られない。しかし，5.4.1

節で既述のように正載荷時には R=1/100 のサイクルでアンカーがコーン状破壊を呈し

たことから，断面解析から得られる袖壁端部のアンカーの負担引張力が過大評価され

（袖壁による jMb”の低減効果が過大に評価され），実際の jMb”は同図の評価結果よりも

大きいと判断される。その結果，J2-W1 では載荷方向により破壊モードが異なった(正

載荷時のみ接合部破壊した)と判断される。 
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6.4 梁のモーメント分布に基づく解析モデルの検証 

式(6.3.5)および図 6.3.1(b)では連層補強試験体を例に梁のモーメント分布の推定方法

を示したが，以下では各試験体の実験結果に基づいて，上記の解析モデルの妥当性を検

証する。梁のモーメント分布の実験値は解析値同様に式(6.3.5)に基づいて推定するが，

式中の Csi，Tsiは第 5 章の図 5.3.9 に示す梁アンカーの歪みゲージの実験結果を用いて求

めた。コンクリートの支圧力 Ccは式(6.4.1)より袖壁付き柱の危険断面での力の釣合によ

り鉄筋の負担力（歪みゲージに基づく値であり，引張を正とする）及び軸力の和として

評価した。ただし，上記の算定法をアンカーの降伏後に対しても適用すると，鉄筋の繰

り返し則を仮想する必要があり，また実験結果がその仮定に依存するため，実験値はア

ンカーが降伏するまでを算定した。 

  ciic NAC   ''                                     (6.4.1) 

ここで，Ai’は袖壁付き柱の危険断面に含まれる柱主筋および梁アンカーの断面積，σi’

は鉄筋の応力度（図 5.3.9 の歪みゲージより，ただし，歪みゲージを貼り付けていない

偶数本目のアンカー筋は線形補間値とした），Nc は柱の軸力であり，上層柱は 0，下層

柱は梁のせん断力（変動軸力）である。 

図 6.4.1(a)に試験体 J2-W2 の実験で 1 本目の梁アンカー（図 5.4.5，ABL1）が降伏す

るまでの 3 サイクルの正載荷ピーク時，圧縮側（図 5.4.5 の梁上面）の梁アンカーの応

力分布を示す。同図(b)に示すように,中立軸深さ xnは袖壁の圧縮域コンクリートの応力

度分布を三角形分布と仮定し,袖壁止端から 1，3 本目アンカーの歪 ε1，ε3を線形補間し

て求めた。よって,式(6.3.5)の支圧力 Ccの作用位置は袖壁止端から xn/3 とした。なお，

試験体 J2-W2/J2-W1 ではそれぞれ R=1/200，1/133rad.サイクルの正載荷時に引張側袖壁

の 1 段目アンカーが降伏したため，実験では当該サイクルピーク時または直前の負側ピ

ーク時の梁のモーメント分布を算定した。図 6.4.2 に J2-W2 の R=+1/200rad.および J2-W1

の R=+1/133,-1/200rad.時の実験結果と前述した解析結果を比較して示す。実験結果と解

析結果は概ね一致しており，本章で提案した補強効果を評価するモデルの妥当性が確認

できる。 
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(a) アンカーの応力分布 
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(b) 圧縮側袖壁の中立軸 

図 6.4.1 圧縮側袖壁の梁アンカーの応力分布および中立軸の判定 
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(a) 連層補強試験体（R=+1/200rad.），左は載荷方向を示す 
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(b) 下層補強試験体（R=+1/133rad.），左は載荷方向を示す 
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(c) 下層補強試験体（R=-1/200rad.），左は載荷方向を示す 

              　　　 凡例
 

袖壁の作用を無視する場合の梁のモーメント分布
 
実験
 

支圧力Ccの作用位置
アンカーの引張力Tsiのみを考慮する場合の既存梁のモーメント分布
既存梁のモーメント分布

 
解析
 

Ccの作用位置
アンカーの引張力Tsiのみを考慮する場合の既存梁のモーメント分布
既存梁のモーメント分布  

図 6.4.2 既存梁のモーメント分布における解析および実験結果の比較 
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図 6.4.2 より，連層補強試験体の解析値と実験値は概ね一致し，下層補強試験体では，

若干の相違が見られた。その原因として，袖壁の引張力および支圧力が平面保持を仮定

した袖壁付き柱の断面解析より計算されたが，実験では，下層補強試験体の袖壁付き下

層柱の危険断面が平面保持が成立していなかった結果の影響が挙げられる。図 6.4.3 に

下層補強試験体の梁 1 本目アンカーが降伏した 1/133 サイクルまでの各サイクルピーク

時の下層柱危険断面での鉄筋のひずみの実験値と解析値の比較を示す。また，対応する

鉄筋の位置を同図(a)に示す。 

図 6.4.3 より，下層補強試験体では，特に袖壁が圧縮側となる負載荷時に（図 6.4.3(c)）

袖壁付き柱の危険断面が明らかに平面保持されていないことを確認できる。平面保持仮

定の下では柱の外側主筋が 大引張ひずみ度を示すはずであるが，載荷の進行により柱

の内側主筋と袖壁内側の梁アンカーの引張ひずみ度が卓越した。その原因を図 6.4.4 よ

り説明する。同図に示すように，下層補強試験体では，負載荷時袖壁に圧縮ストラット

（図 6.4.4 中赤色の矢印）が形成され，梁の下端主筋の引張力（図 6.4.4 中の水平方向青

色の矢印）と柱の内側主筋および袖壁の内側縦筋の引張力（図 6.4.4 中鉛直方向青色の

矢印）とトラス機構を形成する。柱の内側主筋および袖壁の内側縦筋（縦筋を梁に接続

するアンカー筋）のひずみ度が卓越する原因はこのトラス機構に起因すると考えられる。 
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(c) 負載荷時 

図 6.4.3 J2-W1 の袖壁付き柱の危険断面で鉄筋ひずみ度の実験値と解析値の比較 
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-

 

図 6.4.4 下層補強試験体の負載荷時に形成されるトラス機構（R=1/300rad.サイクル） 

6.5 外柱梁接合部の袖壁補強法の設計プロセス 

提案した補強機構を用いて，袖壁増設による外柱梁接合部を補強する設計のプロセス

を示す。式(6.2.8)より袖壁増設を施した補強試験体の接合部破壊の有無を確認できる。

同式の既存接合部の耐力 Mj*は 5.5 節で示した文献 27)の方法で求められるが，その他

の項はすべて補強された接合部の構造詳細に基づいて計算する。つまり，袖壁の仮定断

面を設定し，提案した補強機構に基づいて式(6.2.8)を満足することを検証する。仮に満

足しない場合はこれを満足するまで繰り返し計算を行う。補強設計の手順は図 6.5.1 の

フローチャートに示す。 
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図 6.5.1 外柱梁接合部の袖壁補強の設計プロセス 

接合部破壊先行型 

既存架構各部材の耐力計算 
破壊機構確認 
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梁降伏時接合部のモーメントと比較 
（式 6.2.8(a)の確認） 過大補強 補強不足 

補強量減 
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終了 
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（袖壁と既存架構の境界の一体性の確保） 
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6.6 まとめ 

本章では，本研究で提案する袖壁補強法が接合部破壊を抑制する力学的機構を明らか

にするため，増設袖壁と既存梁間の力の伝達に着目して検討し，以下の知見が得られた。 

1. 増設袖壁から既存梁に伝達される圧縮力および引張力が既存梁のモーメント分布

を低減する効果がある。その結果，接合部に作用するモーメントが低減され，接合部破

壊が抑制される力学的機構を提示した。 

2. 上記の増設袖壁による接合部の補強機構に基づいて，接合部破壊を防止する条件

式を提示した。 

3. 上記の補強機構に基づいて，増設袖壁から既存梁に伝達される圧縮力と引張力，

既存梁のモーメント分布，節点モーメント（残留節点モーメント）の具体的な推定方法

を示した。連層補強試験体の推定値は実験結果と概ね一致し，下層補強試験体では若干

の相違が確認された。 

4. 下層補強試験体の袖壁付き柱の危険断面での鉄筋のひずみ度の分布より，特に袖

壁が圧縮側となる負載荷側時における同断面では平面保持されず，柱の内側主筋と袖壁

の内側縦筋（縦筋を梁に接続するアンカー筋）の引張ひずみ度が卓越した。ストラット

の支圧力，梁主筋の引張力と前述した鉄筋の引張力が形成するトラス機構に起因すると

考えられる。 

5. 提案した外柱梁接合部の袖壁補強機構に基づき，補強法の実用化に向けて具体的

な設計プロセスを示した。 
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7.1 本研究のまとめ 

本論文では，せん断補強筋がない既存 RC 外柱梁接合部を袖壁増設により耐震補強する方法を提

案し，検証実験を行って補強効果を確認した。増設袖壁と既存梁間の力の伝達に着目して接合部の

補強機構を提案し，接合部降伏の防止条件を示した。袖壁補強試験体の実験結果に基づいて，提案

した補強機構の妥当性について検証した。 

本研究の成果を以下にまとめる。 

(1) 長スパン梁を有する外柱梁接合部の模型を載荷装置の制限を考慮してできる限り大きく計画

するため，梁の長さを短縮する実験法を開発した。鉄骨試験体を用いて提案した実験法により載荷

実験を行い，本実験法の妥当性，すなわち，長スパン梁の応力分布を模擬できることを確認した。

【第 2 章】 

(2) 柱軸力の有無をパラメータとして研究対象建物のせん断補強筋がない RC 外柱梁接合部の模

型実験を行った。柱軸力の有無に関わらず両試験体は接合部降伏先行型の破壊性状を示した。柱に

軸力を導入した試験体の 大耐力が導入しない試験体を 1 割程度上回った。ただし，両試験体の耐

力を日本建築学会の接合部のせん断終局強度式より評価した結果，試験体の 大耐力（両試験体の

平均値）は計算値を 2 割以上下回っており，既往のせん断終局強度式よりせん断補強筋がない外柱

梁接合部の耐力を適切に評価できないことを確認した。【第 3 章】 

(3) せん断補強筋がない RC 外柱梁接合部は，せん断ひび割れ（一般的な接合部の対角線方向の

ひび割れ）を境界とする 2 つの三角形が異なるせん断変形量を生じ，非対称的な変形挙動を示すこ

とを実験的に確認した。【第 3 章】 

(4) せん断補強筋がない既存 RC 外柱梁接合部の破壊挙動に基づいて，接合部の入隅ひび割れを

抑制する補強概念を提案し，鋼製耐震補強デバイスを用いたパイロット実験を行った。その結果，

開発した補強デバイスの装着により，既存接合部が接合部降伏先行型からデバイス端部における梁

降伏先行型の破壊機構に変化し，架構の耐力が大幅に向上することを確認し，入隅ひび割れの拡幅

を抑制する補強概念の実現可能性を実証した。ただし，本補強デイバスはその構造上，既存架構と

の間に隙間が生じるため，接合部の損傷を大幅に低減することはできなかった。【第 4 章】 

(5) せん断補強筋がない既存 RC 外柱梁接合部の実用的な補強法として，袖壁増設による補強法

を提案し，補強の有無ならびに補強量（梁の上下層または下層）をパラメータとする検証実験を行

った。接合部降伏が先行する無補強試験体に本補強法を適用した場合，連層補強試験体および下層
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補強試験体の袖壁が圧縮側となる載荷方向では，袖壁止端での梁の曲げ降伏先行型の機構が形成さ

れた。一方，下層補強試験体の袖壁が引張側となる載荷方向では，接合部耐力は向上したが 終的

に接合部破壊した。また，増設袖壁と既存梁の境界における挙動を分析した結果，圧縮側袖壁，引

張側袖壁から既存梁にそれぞれ圧縮力，引張力の作用があることを確認した。【第 5 章】 

(6) 塩原らのモデルにより提案された接合部終局モーメントの評価法より，せん断補強筋のない

既存 RC 外柱梁接合部の耐力をおよそ評価できることを確認した。【第 5 章】 

(7) 袖壁から既存梁に作用する圧縮力と引張力を考慮した接合部の補強機構を力学的に説明し，

接合部破壊の防止条件を示した。また，袖壁補強試験体の実験結果に基づいて，提案した補強機構

の妥当性を確認した。ただし，下層補強試験体の袖壁付き柱は袖壁が圧縮される場合に平面保持し

ておらず，実験結果と計算結果に若干の誤差が見られた。この原因は，袖壁と周辺柱梁の間でトラ

ス機構が形成されたためである。【第 6 章】 

(8) 外柱梁接合部を袖壁増設により耐震補強するための設計プロセスを示した。【第 6 章】 

7.2 今後の課題 

本研究の一連の検討を行った結果，せん断補強筋がない既存 RC 外柱梁接合部に対し，RC 袖壁

を増設して補強することで，接合部破壊を抑制して梁降伏先行型の崩壊機構を実現できること，耐

震性能を大幅に向上できることを実験的に示した。また，上記崩壊機構を実現するための条件式を

提示することができた。これらの成果は，世界各地に無数に潜在する可能性が高い接合部破壊が先

行し，脆性的に崩壊する既存 RC 建物を合理的に耐震補強するための有力な解決方法を提示したこ

とに他ならない。しかしながら，その実用化には引き続き検討すべき課題が残る。本補強法の将来

的な実用化に必要な項目を以下にまとめる。 

(1) RC 袖壁補強法の十字形接合部への適用 

本論では建物端部の外柱梁接合部のみを研究対象とした。これは，建物端部の接合部破壊が軸力

支持性能の喪失，建物の部分層崩壊に繋がるとくに危険な部位の破壊と位置付けたためである。し

かし，本補強法を実建物で実用化するためには，その他の部位，とくに十字形接合部への適用時の

効果を実験的に検証することが不可欠である。 
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(2) 既存柱梁接合部の終局モーメントの略算法の提案 

本補強法の合理的な設計のため，既存接合部（補強前の接合部）の性能が既知であることが望ま

しい。これまでの研究では，楠原ら 27)の提案式が補強前の接合部の実験結果と比較的精度よく整合

した。しかし，この計算法は複雑であるため，途上国も含めて実用化するためには計算法の簡略化

が必要である。とくに本研究の短期的な補強対象は，途上国のせん断補強筋がない接合部を想定す

るため，大幅な簡略化が可能と見積もっている。 

(3) 増設袖壁の設計手順の確立 

本論では，袖壁増設による接合部の補強モデルおよび接合部破壊を防止する条件式を提案した。

これらは接合部破壊の有無の検証法であるため，補強設計には繰り返し計算を要する。従って，補

強設計法の実用化には，設計プロセスを必要に応じ合理化することが望ましい。 
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